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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載

しておりません。 

３ 株価収益率につきましては、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４ 第19期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

５ 平成17年３月22日付で、１株につき４株の株式分割を行っております。 

６ 第20期の当期純損失の大幅な増加は、キャッシュ・マネージメント・システム（ＣＭＳ）による親会社へ寄

託金の回収懸念部分や長期債権の見直しによる貸倒引当金の計上、及び減損損失の計上等によるものであり

ます。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 44,663,398 49,030,073 43,062,539 40,961,217 36,578,333 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 107,308 206,528 △1,432,567 △1,209,310 △1,788,024 

当期純損失 （千円） 6,240,389 2,679,867 1,998,186 3,391,317 14,414,418 

純資産額 （千円） 8,330,685 6,136,970 9,272,172 22,146,627 7,702,403 

総資産額 （千円） 25,596,971 17,897,783 16,960,893 24,459,922 10,215,703 

１株当たり純資産額 （円） 613.55 451.98 91.31 93.85 32.64 

１株当たり当期純損失 （円） 464.47 197.37 28.46 18.75 61.08 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 32.5 34.3 54.7 90.5 75.4 

自己資本利益率 （％） △53.1 △37.0 △25.9 △21.6 △96.6 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △1,445,747 501,430 △645,011 △1,681,734 △1,338,141 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 1,798,174 3,252,933 △682,296 4,488,061 △13,514,400 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △2,419,757 △4,810,493 556,580 12,243,535 △33,313 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 3,104,365 2,048,236 1,277,508 16,327,371 1,441,516 

従業員数 （名） 711 592 554 571 600 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載

しておりません。 

３ 株価収益率につきましては、１株当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４ 第19期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

５ 平成17年３月22日付で、１株につき４株の株式分割を行っております。 

６ 第20期の当期純損失の大幅な増加は、キャッシュ・マネージメント・システム（ＣＭＳ）による親会社へ寄

託金の回収懸念部分や長期債権の見直しによる貸倒引当金の計上、及び減損損失の計上等によるものであり

ます。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 40,871,340 46,007,696 42,824,728 40,614,952 36,223,944 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 507,557 368,992 △1,023,954 △968,538 △1,776,605 

当期純損失 （千円） 6,211,205 2,647,824 1,831,071 2,975,250 14,396,465 

資本金 （千円） 14,470,425 3,500,000 6,168,450 14,447,805 14,447,805 

発行済株式総数 （株） 13,578,500 13,578,500 101,545,680 235,987,091 235,987,091 

純資産額 （千円） 7,997,119 5,819,139 9,334,849 22,712,647 8,286,376 

総資産額 （千円） 20,553,585 13,961,330 14,067,751 24,883,990 10,607,474 

１株当たり純資産額 （円） 588.98 428.58 91.93 96.25 35.12 

１株当たり配当額 （円） 0.00 1.00 0.00 0.0 0.0 

（内１株当たり中間配当

額） 
（円） (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純損失 （円） 457.44 195.01 26.08 16.45 61.01 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 38.9 41.7 66.4 91.3 78.1 

自己資本利益率 （％） △55.1 △38.3 △24.2 △18.6 △92.9 

株価収益率 （倍） － － － － － 

配当性向 （％） － － － － － 

従業員数 （名） 568 539 511 502 547 



２【沿革】 

 (注) 平成19年４月 本社を東京都港区に移転・商号を株式会社ソリッドグループホールディングスに変更 

   いたしました。 

  

年月 概要 

昭和62年12月 株式会社エイジーエイとして東京都葛飾区に設立、中古車仕入、販売業を開始。 

昭和63年７月 事業拡大のため、商号を株式会社オートガーデンアソシエーションに変更。 

平成２年２月 本社を千葉県市川市に移転。 

平成３年６月 本社を福島県郡山市に移転。 

平成４年４月 本社を千葉県市川市に再度移転。 

平成５年12月 商号を株式会社ジャックに変更。 

平成６年１月 本社を東京都中央区に移転。 

平成６年４月 本社内にテレマーケティングセンターを設置し電話による顧客情報の収集及び営業活動の支援開

始。 

平成８年２月 大阪市西区に大阪本部を新設。 

平成８年３月 有限会社日本中古車査定センターより、「日本中古車査定センター」の商標を買取り、中古車仕

入部門を強化。 

平成８年６月 日本中古車査定センターの商標を第35類で商標登録。 

平成８年９月 日本エーエム株式会社の株式1,648,000株（発行済株式の50.86％）を取得。 

平成９年４月 株式の額面金額を１株50,000円から１株500円に変更するため形式上の存続会社藤博株式会社

（東京都中央区所在）と４月１日を合併期日として合併。 

平成９年４月 日本エーエム株式会社の第三者割当株式500,000株を取得（発行済株式の57.43％を保有） 

平成10年１月 自動車運転免許教習所の仲介・斡旋事業を開始。 

平成11年２月 店頭登録銘柄として日本証券業協会に株式を登録。 

平成11年２月 コミック誌を創刊し、出版事業を開始。 

平成11年11月 東京証券取引所第二部に上場。 

平成11年12月 子会社として株式会社プライス・ダウン・ドット・コムを設立。 

平成12年２月 日本エーエム株式会社が、子会社としてイー・ロジスティックス株式会社を設立。 

平成12年２月 子会社として株式会社ジャックリアルエステートを設立。 

平成12年２月 子会社として株式会社ジャックアカウンティングを設立。 

平成12年６月 伊藤忠燃料株式会社（現・伊藤忠エネクス株式会社）と合弁により株式会社ジャック・フランチ

ャイズ・ステーション（出資比率66.60％）を設立。 

平成12年８月 株式会社ジャック・フランチャイズ・ステーションが、車の買取・販売のＦＣ店舗としてジャッ

ク・ブルーステーションの営業開始。 

平成12年９月 商号をジャック・ホールディングス株式会社に変更。 

平成12年９月 子会社、日本エーエム株式会社が商号を株式会社デジ・ネットに変更。 

平成12年10月 本社を東京都新宿区に移転。 

平成13年１月 子会社、株式会社デジ・ネット（東京都中央区所在）と１：0.25の比率で合併し、資本金

14,470,425千円、発行済総数13,578,500株となる。 

平成14年２月 伊藤忠エネクス株式会社との合弁により、情報取次店ジャックビーンズの全国展開を開始 

平成17年２月 株式交換により株式会社リスタイルズが100％子会社となる。 

平成17年３月 子会社、株式会社リスタイルズを吸収合併。 

平成17年９月  株式会社ライブドアが、当社株式112,754,000株を取得、くわえて伊藤忠エネクス株式会社より

当社株式7,599,600株を譲受け、その結果発行済株式の51.00％を取得し当社親会社となる。 

平成18年１月  商号を株式会社ライブドアオートに変更。 

平成18年３月  子会社、株式会社ジャックリアルエステートを吸収合併。 

平成18年８月  商号を株式会社カーチスに変更。 

平成19年１月  株式会社ソリッドアコースティックスが、当社株式120,353,700株を取得、その結果発行済株式

の51.00％を取得し当社親会社となる。 

平成19年２月  株式会社ソリッドアコースティックスが、当社株式13,987,800株を取得、その結果発行済株式

の56.93％を保有する当社親会社となる。 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、親会社、当社と連結子会社４社、および持分法適用会社１社により構成されており、その主な事

業内容は、自動車関連事業であります。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次の通りであります。 

(1）自動車関連事業・・・・・中古車の買取、中古車の販売及び新車の販売を当社及び関連会社が行っております。

(2）不動産関連事業・・・・・不動産の販売及びコンサルタント業務を当社が行っております。 

 また、当社グループを構成している主な各会社間の取引の概要は以下の図のとおりであります。 

［事業系統図］ 

（注） 

※１ 親会社 

※２ 連結子会社 

※３ 持分法適用会社 

その他の子会社 

・ 株式会社ジェイ・ファイナンス（その他）※２ 

・ 株式会社ジャックアカウンティング（その他）※２ 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注） 債務超過会社で債務超過の額は、平成19年３月末時点で2,610百万円となっております。 

  

(2）連結子会社 

 （注） 主要な事業の内容欄に記載の事業は、事業の種類別セグメントの名称では「その他関連事業」に該当します。

  

(3）持分法適用の関連会社 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

主要な事業の内
容 

議決権の被所有割合 
（％） 

関係内容 

株式会社ソリッドアコー

スティックス 
東京都港区 1,818 

投資事業、事業

育成事業、子会

社管理事業 

56.93 役員の兼務 ６名 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

主要な事業の内
容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

株式会社ジャックアカウ

ンティング 
東京都新宿区 10 会計業務代行 100.0 

役員の兼務 １名 

資金貸付あり 

イー・ロジスティックス

株式会社 
東京都新宿区 200 陸送業 100.0 役員の兼務 １名 

株式会社ジェイ・ファイ

ナンス 
東京都新宿区 10 

ファイナンス 

関連事業 
100.0 

役員の兼務 １名 

資金貸付あり 

ＡＡフィナンシャル・シ

ステム株式会社 
東京都新宿区 90 

ファイナンス 

関連事業 
100.0 

役員の兼務 ３名 

資金貸付あり 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

主要な事業の内
容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

株式会社オートサーバー 愛知県豊橋市 424 
ネットオークシ

ョン事業 
30.9  － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  （平成19年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

自動車関連事業 564   

その他 36   

合計 600   

  （平成19年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

547 31.71 4.44 4,540 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益、意欲的な設備投資に牽引され、回復を続けておりま

す。個人消費については、株価、原油価格、社会保険料の負担増など、先行き不確定な要素があり、力強さには欠

けるものの雇用環境の改善を背景に持ち直しつつあります。 

 自動車流通業界におきましては、このような経済環境下の中にあるものの、自動車に対する国内需要が成熟化傾

向にあり、新規購入者数の減少に加えて車輌性能の向上などもあり新車販売台数の伸び悩みなど依然厳しい環境に

あると言えます。 

 当社におきましてはライブドア事件により失った信頼を早急に取り戻すべく平成18年８月１日に社名を株式会社

カーチスといたしました。平成18年１月１日の株式会社ライブドアオートの社名変更に続き、１年の間に社名変更

２回という異例の事態に直面し、ブランド力の低下によるお客様離れ、取引先企業との関係悪化など様々な要因に

より苦戦を強いられた１年でありました。（なお当社は、平成19年４月１日を以って会社名を株式会社カーチスか

ら株式会社ソリッド グループ ホールディングスに変更しております。） 

 その様な状況下、事業部制による地域密着営業と迅速で適確なマーケティングの実施、買取・直販体制の構築、

そしてこの苦境を乗り越えようと全社一丸となって日々業務に邁進いたしました。 

 その結果、平成19年３月期には実に48ヶ月ぶりに4,022台という買取台数を記録し、少しずつではありますが、

明るい兆しが見えてまいりました。 

 当連結会計年度末現在の直営買取店舗数47店舗（前年度末比３店舗増）、販売店舗数８店舗（前年度末比１店舗

減、但しＦＣ販売店１店舗減）となっております。 

 当連結会計年度の業績におきましては売上高の分析として買取・直販体制の強化を最重要課題として買取車輌を

積極的に大型販売店へ入庫したこと（前年比49％増）、社名変更、ブランド力低下による大型販売店の来場者数の

減少による販売台数の落ち込み（11,605台、2,330台減少）がありました。 

 販売管理費の内容においては、商号変更によるブランド力向上のための広告宣伝費用の増加（802百万円）、従

業員増による人件費増（平成19年３月末547名、前年比45名増）など販売管理費は増加いたしました。 

 当連結会計年度に行った収益強化策といたしまして、生産性向上のため引き続き、不採算買取店舗のリストラを

敢行する一方、大規模中古車販売店舗「カートレット」の更なる販売力強化を図り、収益基盤の確立に努めてまい

りました。具体的な店舗施策として、直営買取店舗の新設７店舗、閉鎖５店舗により買取店舗は44店舗（前連結会

計年度比4店舗増）、大規模中古車販売店舗「カートレット」は10店舗（前連結会計年度比1店舗減）、関連会社の

運営する買取店舗「FC店舗」は11店舗（前連結会計年度比11店舗減）および協力関係会社の情報取次拠点877店舗

（前連結会計年度比74店舗減）となり、当社および当社グループの生産性を重視した営業拠点網の合理化を図って

まいりました。 

 特別損失の内容においては、キャッシュ・マネージメント・システム（ＣＭＳ）による親会社へ寄託金の回収懸

念部分や長期債権の見直しによる貸倒引当金の計上、及び減損損失の計上等がありました。 

 その結果、売上高は36,578百万円、経常損失は1,788百万円、当期純損失は14,414百万円となりました。 

  

事業セグメント別の概況は次のとおりであります。 

・  自動車関連事業 

 中古車の買取、中古車の販売及び新車の販売 

 売上高36,091,475千円(前連結会計年度比89.2％)、営業損失△1,957,503千円(前連結会計年度は△1,023,999円)

 社名変更によるブランド力低下が大規模中古車販売店舗の集客力の低下を招き、来場者数の減少により販売台数

 が落ち込みました。その結果、売上高・営業利益共に前連結会計年度を下回りました。  

・ 不動産関連事業 

 不動産の販売・管理及びコンサルタント業 

 売上高126,119千円(前連結会計年度比77.8％)、営業利益96,417千円(前連結会計年比  94.0％) 

 横浜CTの有料駐車場の売上が収益に寄与しております。近隣の遊技場や商業施設は、駐車場を有しておりませ 

  んので、当社施設の入り口に駐車場の料金体系などを明記し、来訪者に広くアピールし売上拡大を図りました 

  が総来場者数は減少し、売上高・営業利益共に前連結会計年度を下回りました。  

・ その他関連事業 

 自動車陸送事業等 

 売上高360,738千円(前連結会計年度比103.3％)、営業損失△12,382千円(前連結会計年度は営業利益747千円) 

 AAフィナンシャルシステム株式会社のカートレードファイナンスの売上高が増加し、その結果、売上高は前連 

  結会計年度を上回りましたが、営業利益は前連結会計年度を下回りました。   

(2）キャッシュ・フローの状況 



 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前年同期末と比べ14,885百万円減少し、1,441百万

円となりました。なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前当期純損失は14,364百万円でありますが、キャッシュ・フローの伴わない減価償却費321百万円

および減損損失307百万円の計上や、ＣＭＳによる親会社寄託金に対して貸倒引当金を11,834百万円（貸倒引当

金総額に関する純増は11,546百万円）計上いたしました。結果として、1,338百万円のマイナス（前連結会計年

度は1,681百万円のマイナス）となりました。    

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 商号変更及び本社移転に伴う固定資産の取得613百万円や差入保証金の支出390百万円およびＣＭＳによる親会

社寄託金の支出が12,160百万円ありました。結果として、13,514百万円のマイナス（前連結会計年度は4,488百

万円のプラス）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 第一回新株予約権の全部を取得消却しております。結果として、33百万円のマイナス（前連結会計年度は

12,243百万円のプラス）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

自動車関連事業 29,064,040 87.4 

不動産関連事業 ― ― 

その他の事業 435,505 90.4 

合計 29,499,545 87.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

自動車関連事業 36,091,475 89.2 

不動産関連事業 126,119 77.8 

その他の事業 360,738 103.3 

合計 36,578,333 89.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループといたしましては、「企業には継続するという社会的使命と責任がある」との観点に立ち、安定的 

な収益確保と持続的な成長を続けることができる企業体質の実現を目指しております。そのため、社外の有識者で構

成される経営委員会（平成19年７月１日設置予定）を中心に、コスト構造等経営体制の抜本的見直しを進めるととと

もに、以下に掲げる経営戦略の推進を図り、お客様に真にご満足いただける商品・サービスを提供することにより、

付加価値の高いビジネスの拡大・推進を実現してまいります。 

 具体的な施策につきましては次のとおりであります。 

① ブランド及び信頼感の浸透 

競合他社とのシェア拡大競争の中でブランド及び信頼感の確保、強化は欠かせません。グループ一体でのあらた 

なサービス提供や効果的なプロモーション活動の展開などにより、ブランド醸成を図ってまいります。 

② エリア事業部制の導入 

昨年導入したエリアブロック制をさらに進化させ、9ブロック制から7事業部制に移行いたしました。営業エリア 

の特質と変化に対応した事業経営が遂行できるように、より多くの権限を事業部に委譲し、事業の収益性の追求と

事業価値の最大化を図ってまいります。買取・直販体制確立へ社内流通を充実し、無駄な陸送費、オークション手

数料の削減を図ります。 

③ スクラップ・アンド・ビルド 

業績不振店舗の閉鎖、移転および売場面積の見直し、来店誘致型店舗への転換を含む買取店舗の出店を実施する 

など、店舗力強化と店舗運営の効率化を図っております。当社では、今後ともスクラップ・アンド・ビルドを積極

的に推進しながら、新規出店による営業強化、収益性を重視してまいります。 

④ 聖域なきコスト削減 

第20期におきましては広告宣伝費は802百万円増加いたしました。費用対効果の徹底的に検証して削減して参りま

す。また本社家賃見直し（移転含む）など経費圧縮に努め、聖域無きコスト削減を実行して参ります。 

⑤ 内部統制の強化 

当社は内部統制を重要な課題と認識しております。企業価値の向上のために、法令の遵守、経営の透明性、健 

全性を確保いたします。 

   ⑥ グループ企業の増加による個人情報の保護 

グループ企業として従業員の往来などあるため当社のお客様、お取引企業様の個人情報の管理体制を強化する 

ことが課題です。 

  ⑦ 人材の育成 

当社は平成19年度におきましては63名の新卒新入社員を採用しましたが、収益強化に貢献する営業力の体得、 

顧客満足の質的向上を目標に早期の人材育成が課題であります。また、新たに営業研修部を設置して、営業力の 

強化だけでなく、管理職のマネジメント力強化も行い、継続的な人材育成に取組んでまいります。 

   ⑧ 東京証券取引所への改善報告書の提出 

当社は、平成19年５月24日、株式会社東京証券取引所より、「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関

する規制」に基づき、改善報告書の提出を求められております。当該報告書については、平成19年６月21日に提出

いたしましたが、改善措置について必須事項とするとともに、今後も適時開示機能の整備に努めてまいります。 

   ⑨ 継続企業の前提に関する重要な疑義の存在への対応 

当社グループは、継続的に大幅な営業損失を計上しており、当連結会計年度において巨額な貸倒引当金を計上した

ため当期純損失が14,414百万円にのぼっております。また、営業キャッシュ・フローにつきましても継続して大幅

なマイナスを計上しており、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高（1,441百万円）は前連結会計年度末

の残高（16,327百万円）に比べて著しく減少しております。当該状況を総合的に鑑みて、当社グループは継続企業

の前提に重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは当該状況を解消すべく、収益基盤の強化に伴う営業黒字の早期実現にむけた中期事業計画を策定

し、その達成に邁進するとともに、キャッシュ・マネージメント・システム（ＣＭＳ）による親会社寄託金の回収

や、保有する投資有価証券の売却等運転資金の確保についても尽力いたします。 

   ⑩ ＣＭＳに寄託した資金について 

    平成19年３月期決算処理にあたり、当社がＣＭＳに寄託した寄託金12,160百万円は、ＣＭＳを通じて親会社が借 

    入れており、親会社の財務状況次第では安全性に問題が発生する旨、平成19年５月24日にプレスリリースのとお 

       り当社の会計監査人より指摘がありました。同様に、現本社ビル入居に伴う親会社との転貸借契約の保証金352百

       万円につきましても、安全性に問題が発生する旨、指摘がありました。これを受け、同会計監査人による親会社 

       の財務状況調査の結果、貸倒懸念債権として貸倒引当金の計上処理を行うことになりました。 

       １．経緯 

       当社は親会社がキャッシュ・センターとして運営主管するＣＭＳに対し平成19年３月20日に12,000百万円、平成

       19年３月23日に160百万円の合計12,160百万円を寄託いたしました。平成19年３月期決算処理にあたり、ＣＭＳに



       寄託した12,160百万円と現本社ビル入居に伴う親会社との転貸借契約の保証金352百万円から親会社から徴収した

       担保相当価格である677百万円を差引いた11,834百万円を貸倒引当金に計上する特別損失の計上を行いました。 

       その後、平成19年３月20日寄託いたしました12,000百万円につきましては、親会社がリーマン・ブラザーズ証券

       株式会社（以下、「ＬＢ社」といいます。）との間の金銭消費貸借契約（以下、「本件債務」といいます。）に 

       基づき、自己担保として預託（以下、「預託担保」といいます。）しておりましたが、ＬＢ社は、親会社が本件 

       債務の期限の利益を喪失したとして預託担保を本件債務の弁済に充当いたしました。これを受け当社は、親会社 

       とのＣＭＳに関する契約を破棄し、準消費貸借契約を締結、親会社の資産を当社へ追加差入れ、債務の弁済に充 

       当する旨を親会社に申請することを平成19年６月６日開催の取締役会で決議し、平成19年６月７日付債務弁済確 

       約書を受領しております。 

       ２．親会社からの担保徴収状況 

      現在親会社所有の土地、建物を中心に677百万円の担保を徴収しております。 

       ３．今後の対応 

       平成19年６月７日付債務弁済確約書に基づき、親会社との間で準金銭消費貸借契約を締結し本件債務の早期回収

       を図ってまいります。 

       ４．財務強化のための施策 

        当社は財務強化のために、平成19年５月31日開催の取締役会にて当社所有の株式会社オートサーバーの全株式を

       売却する旨、決議いたしました。第21期上期中（平成19年９月30日まで）に株式の売却を行います。これによる 

       売却資金は運転資金に充当し、財務強化と安定を図ります。また、今後確保すべき運転資金につきましては、当 

       社保有株式・不動産の売却、担保不動産の売却、およびエクイティ・ファイナンス等の実施により4,758百万円 

       の調達を予定しております。 

  



４【事業等のリスク】 

 様々なリスクが想定されますが、当社および当社グループはその発生の防止、分散、予防、ヘッジをいたします。

しかしながら予想を越える事態が発生した場合は業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ①大規模地震など予期できない天災が発生した時、業績に影響を与える場合があります。 

 ②当社は個人情報のデータ管理を厳重にしているものの情報が漏洩した場合は信用、信頼の観点より業績に与える影響 

 があります。またシステムを管理、運営しておりますが何らかの理由により稼動しなくなった場合も影響が予想され 

 ます。 

 ③わが国経済をとりまく環境により業績に影響を与える場合があります。新車販売のさらなる低迷、国内の中古自動車 

  の海外輸出増加による良質車の獲得不足、景気の後退による市場マインドの低下など経済環境により業 績に影響を与

 える場合があります。 

 ④当社は人材あっての企業と認識しております。優秀な人材の確保の進捗、既存の従業員の流出が業績に影響を与える 

  場合があります。 

 ⑤当社の主力事業である中古自動車の買取・販売については、古物営業法の法的規正を受けており、当社では法律およ 

  び関連諸法令に基づき、東京都公安委員会をはじめとする各営業所の所在地を管轄する公安委員会より古物商として許

  可を取得しております。 

 これらの許可業務に法令違反があった場合には、許可が取り消される旨、定められております。従って、当社がこのよ

  うな事態に該当する場合、中古自動車の買取・販売業務を行えないことになります。 

 ⑥「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に関する注記で記載のとおり、当社グループは継続企業の 

 前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 ⑦当社取締役等にコンプライアンス違反の疑義があります。昨今報道されている内容も含め、現在社内で調査を行って 

  おりますが、これらの調査結果いかんによっては今後の損益に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、コンプライアンス意識を向上させるため、取締役全員から「経営者確認書」を提出させるなどコンプライアンス

 体制の刷新を図ってまいります。 

５【経営上の重要な契約等】 

     該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社は、新規事業活動のための資金調達及び適正かつ健全なバランスシートの維持を財務方針とし、クリーンな財

務体質の確立を図っております。 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は6,538百万円（前連結会計年度末は21,134百万円）となり、14,596

百万円が減少いたしました。これは、現金および預金の残高が減少（16,327百万円が1,586百万円になり14,741百

万円減少）したのが大きな原因で、親会社が運営するキャッシュ・マネジメント・システムへ余剰資金を寄託した

ことによるものです。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、3,677百万円（前連結会計年度末は3,324百万円）となり、353百

万円増加いたしました。これは、現本社ビルへの移転に伴う差入保証金352百万円を計上したことが要因でありま

す。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、2,389百万円（前連結会計年度末は2,169百万円）となり、220百

万円増加いたしました。これは、社名変更引当金の全額270百万円の戻入れを行った一方、買掛金131百万円および

未払金277百万円が増加したことが要因であります。 

（固定負債） 

 当連結会計年度における固定負債の残高は123百万円（前連結会計年度末は143百万円）となり、20百万円減少い

たしました。これは、投資有価証券の評価替えにより繰延税金負債が20百万円減少したことが要因であります。 

（純資産） 

 当連結会計年度における純資産の残高は、7,702百万円（前連結会計年度末の資本残高は、22,146百万円）とな

り、14,444百万円減少いたしました。これは、資本金に変動はありませんが、資本剰余金の残高が、資本準備金の

取崩しにより7,555百万円（前連結会計年度末は12,362百万円）となり、4,807百万円減少したこと、および利益剰

余金の残高が、当期純損失を14,414百万円を計上したことにより、欠損が14,335百万円に増加したことが要因であ

ります。 

(2）経営成績の分析 

 当事業年度における連結売上高は36,578百万円（前連結会計年度は40,961百万円）、販売費及び一般管理費

8,957百万円（前連結会計年度は8,084百万円）、営業損失1,878百万円（前連結会計年度は915百万円）、経常損失

1,788百万円（前連結会計年度は1,209百万円）、そして、当期純損失14,414百万円（前連結会計年度は3,391百万

円）の結果となりました。 

 なお、詳細につきましては、「１ 業績等の概要 (1）業績」を参照願います。 



 （注）  自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

      いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

      キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

      有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象にしておりま

          す。  

 当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりです。    

項目 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

株主資本比率（％） 32.5 34.3 54.7 90.5 75.4 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
26.3 34.7 81.4 146.6 274.9 

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
― 17.2 ― ― ― 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
― ― ― ― ― 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度のうち提出会社の設備投資金額は427百万円であります。そのうち主な設備の投資につきまして

は、自動車関連事業における、社名変更及び新規出店に伴う工事381百万円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名
称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 

建物及び構築物 
機械装置及び
運搬具 

その他 合計 

本社 

（東京都港区） 
全社 事務所設備 13,315 1,434 64 14,814 144 

カーチス横浜 

（横浜市中区） 
自動車関連事業 販売店設備 187,826 463 2,557 190,847 31 

カーチス枚方 

（大阪府枚方市） 
自動車関連事業 販売店設備 25,213 463 ― 25,676 43 

カーチス千葉 

（千葉市美浜区） 
自動車関連事業 販売店設備 5,927 ― ― 5,927 20 

カーチス仙台 

（宮城県仙台市泉区） 
自動車関連事業 販売店設備 15,196 463 38 15,698 17 

カーチス南港 

（大阪府大阪市住之江

区） 

自動車関連事業 販売店設備 97,947 1,713 10,328 109,989 35 

カーチス新潟 

（新潟県新潟市） 
自動車関連事業 販売店設備 11,372 1,040 ― 12,413 13 

カーチス名取 

（宮城県名取市） 
自動車関連事業 販売店設備 3,829 463 265 4,559 17 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社・東京支部等 

（東京都港区所在） 
自動車関連事業 

コンピューター 

ソフトウエア 

電話交換機 

38,544 54,243 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 492,932,364 

計 492,932,364 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 235,987,091 235,987,091 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 235,987,091 235,987,091 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成17年６月29日開催の第18回定時株主総会決議並びに旧商法第280条ノ20および第281条ノ21の規定に基づき発行した

新株予約権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおりであります。 

平成17年12月15日取締役会決議 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行なう場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により、調整され

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる

株式についてのみ行なわれるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

 また、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等においては、各新株予約

権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

 （注）２．各新株予約権の行使により発行又は移転する株式1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、

新株予約権を発行する日の株式会社東京証券取引所が公表する最終価格（ただし、当日に取引が成立しない場合にはそれ

に先立つ直近日の終値）に1.05を乗じた価格とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式の分割又は併合を行なう場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数

は切り上げる。 

  

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 40,900 38,700 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 4,090,000 3,870,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）２ 335 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月８日 

至 平成20年７月７日 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①対象者に法令又は当社もし

くは当社子会社の内部規律に

対する重大な違反行為があっ

た場合、対象者は新株予約権

を行使できないものとする。

②この他の権利行使の条件

は、株主総会決議および取締

役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受けたもの

との間で締結する新株予約権

割当契約の定めるところによ

るものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するとき

は取締役の承認を要するもの

とする。 

 同左 

代用振込みに関する事項  － －  

組織再編行為に伴う新株 

予約権の交付に関する事 

項 

 － －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率



 また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権社債も含む）の行使による場合を除く。）し、また自

己株式を処分する場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り上げる

ものとする。 

 さらに、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等、行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲において行使価額を調整するものとする。 

平成18年３月16日取締役会決議 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行なう場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により、調整され

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる

株式についてのみ行なわれるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数 

又は処分株式数 
×

１株当たり払込金額

又は処分価額 

調整後払込金額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 25,080 23,815 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 2,508,000 2,381,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   （注）２ 175 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月８日 

至 平成20年７月７日 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①対象者に法令又は当社もし

くは当社子会社の内部規律に

対する重大な違反行為があっ

た場合、対象者は新株予約権

を行使できないものとする。

②この他の権利行使の条件

は、株主総会決議および取締

役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受けたもの

との間で締結する新株予約権

割当契約の定めるところによ

るものとする。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するとき

は取締役の承認を要するもの

とする。 

 同左 

代用振込みに関する事項  － －  

組織再編行為に伴う新株 

予約権の交付に関する事 

項 

 － －  



  また、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等においては、各新株予

約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

 （注）２．各新株予約権の行使により発行又は移転する株式1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、

新株予約権を発行する日の株式会社東京証券取引所が公表する最終価格（ただし、当日に取引が成立しない場合にはそれ

に先立つ直近日の終値）に1.05を乗じた価格とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式の分割又は併合を行なう場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数

は切り上げる。 

  

 また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権社債も含む）の行使による場合を除く。）し、また自

己株式を処分する場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り上げる

ものとする。 

 さらに、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等、行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲において行使価額を調整するものとする。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

      

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数＋

新規発行株式数 

又は処分株式数 
×

１株当たり払込金額

又は処分価額 

調整後払込金額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 減資 

資本金の減少（75％減）および資本準備金の減少（94％減）により欠損填補22,385,403千円および資本剰余

金の増加3,306,071千円を行いました。 

２ 第三者割当増資 

発行価額の総額   4,996,100,000円（＠470） 

資本組入額の総額  2,498,050,000円（＠235） 

３ 株式交換 

株式会社リスタイルズとの株式交換によるものです。 

４ 合併 

株式会社リスタイルズ（持株比率100％）を合併いたしました。 

５ 株式分割 

１：４ 

６ 第三者割当増資 

発行価額の総額    340,800,000円（＠142） 

資本組入額の総額   170,400,000円（＠71） 

７ 社債の転換 

平成17年５月６日に当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、平成17年５月19日に全額普通

株式へ転換しております。 

８ 第三者割当増資 

発行価額の総額    13,530,480,000円（＠120） 

資本組入額の総額    6,765,240,000円（＠60） 

９ 合併 

株式会社ジャックリアルエステート（持株比率100％）を合併いたしました。 

10 減資  

  平成18年６月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を8,750,073千円減少させて欠損てん補及び、

その他資本剰余金へ振替える決議を行っております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年３月10日

（注）１ 
－ 13,578,500 △10,970,425 3,500,000 △14,721,050 875,000 

平成16年11月19日

（注）２ 
10,630,000 24,208,500 2,498,050 5,998,050 2,498,050 3,373,050 

平成17年２月１日

（注）３ 
577,920 24,786,420 － 5,998,050 284,298 3,657,348 

平成17年３月20日

（注）４ 
－ 24,786,420 － 5,998,050 227,600 3,884,949 

平成17年３月22日

（注）５ 
74,359,260 99,145,680 － 5,998,050 － 3,884,949 

平成17年３月28日

（注）６ 
2,400,000 101,545,680 170,400 6,168,450 170,400 4,055,349 

平成17年５月19日

（注）７ 
21,687,411 123,233,091 1,514,115 7,682,565 1,485,884 5,541,234 

平成17年９月15日

（注）８ 
112,754,000 235,987,091 6,765,240 14,447,805 6,765,240 12,306,474 

平成18年３月10日

（注）９ 
－ 235,987,091 － 14,447,805 55,550 12,362,024 

 平成18年８月１日 

（注）10 
－ 235,987,091 － 14,447,805 △8,750,073 3,611,951 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式12,401株は「個人その他」に124単元及び、「単元未満株式の状況」に1株含まれております。 

２ 上記「その他法人」には証券保管振替機構名義の株式が1,074単元含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

  

 (注)１ 前事業年度末現在主要株主であった株式会社ライブドアは、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

   ２ 前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社ソリッドアコースティックスは、当事業年度末では主要株主と 

    なっております。 

  

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 29 156 29 20 22,381 22,623 －  

所有株式数 

（単元） 
－ 131,944 75,579 1,374,803 57,586 648 719,270 2,359,830 4,091 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.59 3.20 58.25 2.44 0.03 30.49 100 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ソリッドアコーステ

ィックス 

東京都港区芝１丁目11番11号住友不動産芝

ビル１Ｆ 
134,341 56.93 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 10,614 4.50 

バークレイズ バンク ピー

エルシー バークレイズ キ

ャピタル セキュリティーズ 

エスビーエル／ピービーアカ

ウント(常任代理人 スタン

ダード チャータード銀行) 

１ CHURCHLL PLACE，LONDON E14 

5HP，UNITED KINGDOM 
3,538 1.50 

SBIイー・トレード証券株式

会社 自己融資口 
東京都港区六本木１丁目６－１ 1,716 0.73 

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町１丁目４ 1,356 0.57 

マネックス証券株式会社自己 東京都千代田区丸の内１丁目11－１ 1,263 0.54 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28-１ 1,240 0.53 

株式会社ヤマニ興業 東京都港区麻布台１丁目１-13-203号 1,117 0.47 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６-４ 780 0.33 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 582 0.25 

計 － 156,547 66.35 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が107,400株（議決権1,074個）含まれ

ております。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式１株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

  普通株式 12,400 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式235,970,600 2,359,706 同上 

単元未満株式   普通株式 4,091 － 同上 

発行済株式総数 235,987,091 － － 

総株主の議決権 － 2,359,706 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ソリッド

グループホールデ

ィングス 

東京都港区三田３

丁目５－2７ 
12,400 － 12,400 0.00  

計 － 12,400 － 12,400 0.00  



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき、当社及び当社子会社の役員、従業員ならびに当社取引先（社外協力者）およびその従業員に対し、

特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日定時株主総会において特別決議された

ものであり,当該決議に基づき平成17年12月15日および平成18年３月16日開催の各取締役会において決議された

ものであります。 

 当該制度の内容は以下のとおりであります。 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により、調整される

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の

目的となる株式についてのみ行われるものとする。 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

また上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等においては、各

新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

 （注）２．各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）

は、新株予約権を発行する日の株式会社東京証券取引所が公表する最終価格（ただし、当日に取引が成立し

ない場合にはそれに先立つ直近日の終値）に1.05を乗じた価格とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権社債も含む）の行使による場合を除く。）

し、また自己株式を処分する場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は、これを切り上げるものとする。 

決議年月日 平成17年12月15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社子会社の役員及び従業員 500  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

株式の数（株） 5,000,000株  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

  

 335 

 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月30日 

至 平成20年７月７日 

新株予約権の行使の条件 

①対象者に法令又は当社もしくは当社子会社の内部規律

に対する重大な違反行為があった場合、対象者は新株予

約権を行使できないものとする。 

②この他の権利行使の条件は、株主総会決議および取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたも

のとの間で締結する新株予約権割当契約の定めるところ

によるものとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役の承認を要するもの

とする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        既発行

株式数
＋

新規発行株式数又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数 



さらに、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等、行使価額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範囲において行使価額を調整する

ものとする。 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により、調整される

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の

目的となる株式についてのみ行われるものとする。 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

また上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等においては、各

新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

 （注）２．各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）

は、新株予約権を発行する日の株式会社東京証券取引所が公表する最終価格（ただし、当日に取引が成立し

ない場合にはそれに先立つ直近日の終値）に1.05を乗じた価格とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権社債も含む）の行使による場合を除く。）

し、また自己株式を処分する場合には、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は、これを切り上げるものとする。 

さらに、上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織変更を行う場合等、行使価額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範囲において行使価額を調整する

ものとする。 

決議年月日 平成18年３月16日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社子会社の役員及び従業員 542  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

株式の数（株） 2,981,000株  

新株予約権の行使時の払込金額（円）   175 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月30日 

至 平成20年７月７日 

新株予約権の行使の条件 

①対象者に法令又は当社もしくは当社子会社の内部規律

に対する重大な違反行為があった場合、対象者は新株予

約権を行使できないものとする。 

②この他の権利行使の条件は、株主総会決議および取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたも

のとの間で締結する新株予約権割当契約の定めるところ

によるものとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役の承認を要するもの

とする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        既発行

株式数
＋

新規発行株式数又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行又は処分株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法 

         第115条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度前における取得自己株式 12,081 1,955,400 

当事業年度における取得自己株式 320 31,800 

残存授権株式の総数および価額の総額 12,401 1,987,200 

当期間における取得自己株式 20 535 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数  12,401 －  12,421 － 



３【配当政策】 

 利益配分につきましては、当社は株主各位に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、将来に事業展

開と経営体質の強化のための必要な内部留保を確保しつつ、安定的に適正な利益還元の実行を基本方針としておりま

す。 

 また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これら剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対

し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 しかしながら当期におきましては、早急な収益基盤の強化と営業体質の改善を図っておりましたが、業績の回復が

遅れており、また、単体決算において大幅な当期純損失となりましたため、誠に遺憾ではありますが、配当を見送ら

ざるを得ない状態となっております。 

 当社は早急に業績の回復と収益の黒字化を達成するべく邁進し、必ずや配当政策を実行したいと考えております。

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 当社株式は、東京証券取引所（市場第２部）の市場相場を記載しております。 

    ２ ※印は、株式分割（平成17年３月22日、１株→４株）による権利落後の最高・最低株価を示しています。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第２部）におけるものであります。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,160 514 
875 

※173 
496 184 

最低（円） 420 186 
400 

※130 
98 84 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 123 122 165 155 143 136 

最低（円） 105 84 111 124 118 115 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

 取締役会長 

（代表取締役） 
  吉原 譲治 昭和39年12月26日生

昭和61年４月 ハマゴムエイコム株式会社入社 

(注)３ ― 

平成６年10月 関東通信株式会社入社  

平成７年8月 アストロ株式会社設立

平成10年10月 ナック・コミュニケーション株式会
社設立 代表取締役就任  

平成13年５月 株式会社アイ・ティーマーケティン
グソリューションズ 代表取締役副
社長就任(ナック・コミュニケーシ
ョン株式会社より商号変更) 

平成14年３月 株式会社アイ・ティーマーケティン
グソリューションズ  
取締役副社長就任 

平成15年４月 株式会社ITマーケティングヒューマ
ンズ(現ＫＣＣＳキャリアテック株
式会社) 取締役就任 

平成16年10月 株式会社アイ・ティーマーケティン
グソリューションズ 執行役員就任 

平成18年５月 株式会社ソリッドヒューマンテクノ
ロジーズ 
代表取締役就任(現任) 

平成19年６月 当社 代表取締役会長就任(現任) 

 取締役社長 

（代表取締役） 
  菅野谷 昌洋 昭和45年８月13日 

平成４年４月 株式会社クォーターバック入社 

(注)３ 240 

平成８年１月 当社入社 広告宣伝部配属

平成９年９月 当社同部課長

平成11年10月 当社同部次長

平成17年11月 当社管理本部ＩＲ室

平成18年６月 内部監査室

平成19年２月 営業本部営業企画部

平成19年４月 事業本部執行役 副本部長

平成19年６月 当社 代表取締役社長就任(現任) 

 取締役   山田 邦昇 昭和40年３月６日生 

平成６年４月 当社入社 商品部長

(注)３ 53 

平成９年12月 当社取締役就任

平成13年６月 当社取締役退任

平成13年12月 株式会社ファンクション入社 経営
企画室長 

平成14年６月 同社 取締役就任

平成15年10月 有限会社昇和
代表取締役就任  

平成16年５月 株式会社ファンクション
取締役退任 

平成16年12月 当社 顧問就任

平成17年３月 当社 執行役員就任

平成17年４月 当社 執行役員兼営業本部長就任 

平成17年６月 当社 取締役就任

平成18年２月 当社 代表取締役副社長就任

平成18年２月 イー・ロジスティックス株式会社 
取締役就任（現任） 

平成18年３月 AAフィナンシャル・システム株式会
社 取締役就任（現任） 

平成18年７月 株式会社ジャックアカウンティング 
取締役就任（現任） 

平成18年７月 株式会社ジェイ・ファイナンス 取
締役就任（現任） 

平成18年６月 当社 取締役就任

平成19年２月 当社 取締役副社長就任

平成19年６月 当社 取締役就任(現任)

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

 取締役   神山 真一   昭和40年４月６日生

昭和63年４月 株式会社東芝生産技術研究所入社  

(注)３  ― 

平成２年４月 新日本アーバンシステムズ株式会社

入社 

平成６年10月 株式会社アクシス 代表取締役就任 

平成11年10月 ジェイカードジャパン株式会社 

代表取締役就任 

平成17年10月 株式会社ブークス設立 

取締役会長就任  

平成18年５月 株式会社ＰＯＳＴ設立 

代表取締役就任  

平成19年６月 株式会社ブークス取締役会長(現任) 

株式会社ＰＯＳＴ取締役会長(現任) 

平成19年６月 当社 取締役就任(現任) 

 取締役    高嶋 一 昭和46年５月６日  

平成２年４月 トヨタ東京オート株式会社入社 

(注)３ ― 

平成５年９月 株式会社エイワ入社 

平成８年11月 株式会社システム物流入社 

平成11年３月 当社入社 東京本部配属 

平成13年７月 プライシングセンター配属 

平成14年７月 当社買取営業部首都圏ブロックエリ

ア長 

平成18年４月 当社営業本部東日本ブロック長 

平成19年４月 当社事業本部横浜事業部執行役 事

業部長 

平成19年６月 当社 取締役就任(現任) 

 取締役   川上 巌 昭和43年10月19日生

平成７年３月 三和総合研究所入社 

(注)３ ― 

平成８年５月 合名会社川上社団入社 

平成13年12月 有限会社友輪社 

(現株式会社ソリッドアコースティ

ックス)設立 

代表取締役就任 

平成15年10月 株式会社ソリッドコンタクツ設立 

代表取締役就任 

平成19年５月 株式会社ソリッドアコースティック

ス 取締役就任(現任) 

平成19年６月 当社 取締役就任(現任) 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

 監査役   三嶋 完治 昭和31年７月11日生

昭和54年４月 鉄道労働科学研究所(現・財団法人

鉄道総合技術研究所)入所 

(注)４ ― 

昭和61年10月 スカーデン・アップス・スレート・

ミーハー・アンド・フロム 

平成６年５月 ジャパン・マーケティング・デー

タ・システムズ株式会社 執行役員

シニアコンサルタント 

平成７年７月 株式会社シスコン(現・エーオンア

フェニティジャパン)上席コンサル

タント 

平成10年５月 企業福祉総合研究所研究理事 

平成12年８月 日本ライフサイエンス株式会社 

取締役就任 

平成13年７月 日本ライフサイエンス株式会社代表

取締役就任(現任) 

平成16年２月 株式会社インベストン 代表取締役

就任 

平成16年11月 当社 顧問就任 

平成17年１月 当社 監査役就任(現任) 

平成19年６月 株式会社インベストン 非常勤取締

役就任 

 監査役   武内 秀之 昭和37年７月９日  

昭和60年７月 有限会社アイディーティー設立専務

取締役就任  

 (注)４ ― 

平成７年３月 コンプスタイル株式会社入社 

平成８年10月 同社代表取締役就任 

平成11年10月 株式会社ホライズン設立 

代表取締役就任 

平成14年４月 株式会社水裕 代表取締役就任 

平成17年２月 株式会社ホライズン 

同社名をホライズンパリテートサー

ビス株式会社に変更 

平成19年６月 当社 監査役就任(現任) 

 監査役   清水 肇  昭和33年12月23日生

昭和54年４月 株式会社マザーグロウ入社 

 (注)４ ― 

昭和56年４月 株式会社マザーグロウ  

取締役就任 

昭和58年８月 株式会社ムーン設立  

取締役就任 

昭和60年３月 個人事務所設立 

昭和61年３月 株式会社ボディ設立  

代表取締役就任 

昭和63年10月 株式会社ボディプラス設立  

代表取締役就任 

平成12年11月 株式会社ゴッドドッグ設立  

代表取締役就任 

平成15年２月 株式会社クリエイティブガレージ 

取締役ＣＯＯ就任 

平成17年４月 有限会社エスエイチエス設立 取締

役就任 

平成18年１月 株式会社ブルームコスメティック

ス・ジャパン 

代表取締役就任 

平成18年８月 株式会社ジーウェイブ設立  

代表取締役就任(現任) 

平成19年４月 株式会社白虎  

代表取締役就任(現任) 

株式会社ボディプラス  

代表取締役(現任) 

株式会社ゴッドドッグ  

代表取締役(現任) 

平成19年６月 当社 監査役就任(現任) 

 



 （注）１ 川上巌氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２ 武内秀之氏、清水肇氏、阿部英雄氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ３ 選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

    ４ 選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

 監査役   阿部 英雄  昭和36年３月16日 

平成４年４月 司法修習生 

 (注)４ ― 

平成６年３月 司法修習終了 

平成６年４月 検事任官 

平成18年３月 検事退官 

平成18年６月 弁護士登録（第一東京弁護士会所

属） 

平成18年６月 銀座ヒラソル法律事務所入所 

弁護士開業 

平成19年６月 当社 監査役就任(現任) 

        計   293 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の基盤として、健全で継続的な企業成長を目指し、社会および株主各

位、お客様の信頼に応えるべく、取締役会・監査役会制度の強化を図るとともに、公平かつ迅速な意思決定ができ

るような企業体制を構築しており、ディスクロージャーにつきましても早期かつ充実した適時開示を心がけており

ます。 

 また、経営環境に即応するため、取締役会の迅速化かつ合理化、執行役員制度の導入、さらに機動性を重要視し

た組織体制の確立等、コンプライアンスを遵守しつつ健全で成長性のある経営体制を確立に努めてまいります。 

 内部統制システムを構築するための基本方針を決定し、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で

定める体制の整備」を各項目ごとに定め、確実に実施してまいります。 

２．施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

 取締役会につきましては、月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を速やかに開催し、経営

戦略、営業戦略等経営の重要事項を迅速かつ合理的に意思決定を行っております。当事業年度末現在は取締役５

名で社外取締役は選任されていませんが、経営監視機能の強化を図るため選任を予定しております。特に重要な

項目については、経営連絡会を開催し事前に審議・協議を行っており、重要な経営課題に対応しております。ま

た、監査役は、取締役会に必ず出席し、取締役の職務執行に対し有効な監視機能を果たしております。 

②経営委員会の設立 

 経営体制を抜本的に見直すため、社外の有識者で構成される経営委員会を設立いたします。   

 経営の監視・監督機能を強化し、当社におけるコーポレート・ガバナンス（企業統治）及びコンプライアンス

（法令遵守）を徹底することで、会社機能の強化を図ることを最大の目的といたします。 

③内部統制システムの整備の状況 

 平成18年5月11日開催の取締役会において、内部統制システムを構築するための基本方針を決定し、会社法に

基づく「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適

正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」を各項目ごとに定め、体制を構築してお

り、かかる体制のもと、会社の業務の適法性・効率性の確保ならびにリスク管理に努めるとともに社会経済情勢

その他環境の変化に応じて適時見直しを行い、会社の改善および充実を図ってまいります。 



 当社のコーポレート・ガバナンス体制の仕組みの模式図は、下記のとおりであります。 

④リスク管理体制の整備の状況 

 社長直轄の監査室、コンプライアンス室ならびに法務審査部および法令規程等違反調査委員会を設置してお

り、法令遵守やリスク管理についての徹底な監視および指導を行っております。 

⑤内部監査の状況 

 社長直轄の内部監査室（１名）は、内部監査計画に基づき、リスク管理・コンプライアンスの遵守・業務の効

率化等の観点から内部監査を実施し、代表取締役および担当取締役に定期的に報告し必要に応じて改善勧告を行

い、内部統制を図っております。また、会計監査人とは適時ディスカッションを行っております。 

⑥監査役・監査役会の状況 

 当社の監査役会は月１回原則として開催されております。各監査役は、取締役会に必ず出席し、取締役の職務

執行が法令・定款を遵守して行われているかの適法性監査を行い、有効的な監視機能を果たしております。現在

監査役は４名（常勤監査役１名）であり、すべて社外監査役であり、当社と利害関係はございません。また、会

計監査人とは適時ディスカッションを行っております。 

⑦会計監査人の監査の状況 

 会計監査業務は、ビーエー東京監査法人の業務執行社員である原伸之氏、若槻明氏が担当し、同監査法人はわ

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に則り、監査を行っております。なお、監査業務に係る監

査補助者の構成は、公認会計士２名、会計士補３名、その他４名であります。 

（平成19年４月１日現在）



⑧役員報酬および監査法人に対する報酬 

(1）役員報酬の内容 

 当社の社内取締役に対する報酬の内容は、75百万円であります。 

 また、社外取締役に対する報酬の内容は、76百万円であります。 

 また、社外監査役に対する報酬の内容は、32百万円であります。 

(2）監査報酬の内容 

 当社のビーエー東京監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２項第１項に規定する業務に基

づく報酬の内容は、71百万円であります。 

⑨責任限定契約の内容の概要 

  当社は、会社法第423条第１項(役員等の株式会社に対する損害賠償責任)に基づき、当社定款39条第２項の規 

 定において、会社法427条第１項(責任限定契約)に関する賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を 

 定めております。当該定款の規定に基づき、社外取締役および社外監査役と締結した責任限定契約の概要は次の

 とおりであります。 

  会社法第425条第１項に定める次に掲げる額の合計額(「最低責任限度額」という)を、当該損害賠償責任の限

 度とする。  

 (1）在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の１年間当たりの額に相当する

   額として会社法施行規則第113条に定める方法により算定される額に、２を乗じて得た額 

 (2）当社の新株予約権を引き受けた場合(会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る)における当該新株予約

   権に関する財産上の利益に相当する額として会社法施行規則第114条に定める方法により算定される額 

 (3）当社は、最高限度額を超える額について、当該損害賠償責任を免除する。 

  なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行に

 ついて善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

⑩取締役の定数 

  当社の取締役は、11名以内とする旨定款に定めております。 

⑪株主総会の特別決議要件 

  当社は、会社法第309条２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の 

 ３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ 

 は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

 ものであります。   

３．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近一年間における実施状況 

 当社は企業の透明性を確保し、法令を遵守する観点から社長直轄のコンプライアンス室を設置し、法令遵守はも

ちろんのこと、企業倫理のチェックや社会的責任を的確に果たしているかを監視・指導しております。定期的に顧

問弁護士等法律家による、コンプライアンスに関する相談や協議などを行っております。また、第三者機関による

内部通報制度「ヘルプライン」を導入し、より透明性のある企業を目指しております。 

 子会社および関連会社の業務執行状況のチェック・指導、実地監査など当社グループ内部統制・牽制もコンプラ

イアンス室および総務部総務課が合同して行っております。 

 内部牽制の仕組みにつきましては、各会議や意思決定手続きにおいて相互部門の牽制のほか、内部監査室および

法務審査部が各部門の業務の適正や妥当性を検証し、内部監査室は、監査報告を代表取締役および担当取締役に定

期的に報告し、各部門の業務改善指導を適確に行っております。また、法令規程等違反調査委員会規程に基づい

て、会社のコンプライアンスの遵守、健全なる経営および業務の適正な遂行を行っております。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表および前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表ならびに当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表および当事業年度（平成18年４月１日から平

成19年３月31日まで）の財務諸表について、ビーエー東京監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金および預金   16,327,371 1,586,230 

２ 受取手形および売掛金  741,025 930,389 

３ たな卸資産  3,798,267 3,718,364 

４ 親会社未収利息  － 65,084 

５ その他  272,863 239,709 

貸倒引当金  △4,552 △1,653 

流動資産合計  21,134,975 86.4 6,538,124 64.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物および構築物   1,613,259 1,779,276   

減価償却累計額  766,807 846,452 998,525 780,750 

(2）土地   232,200 232,200 

(3）建設仮勘定  － 39,518 

(4）その他  360,104 377,932   

減価償却累計額  291,692 68,412 305,129 72,803 

有形固定資産合計  1,147,065 4.7 1,125,273 11.0

２ 無形固定資産  81,674 0.3 71,306 0.7

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※４ 803,159 751,078 

(2）長期債権 ※１ 7,678,913 6,929,463 

(3）長期売掛金 ※１ 497,307 518,489 

(4）CMSによる親会社  
寄託金 

  － 12,160,000 

(5）差入敷金保証金  858,853 1,173,281 

(6）その他  79,086 318,844 

貸倒引当金  △7,821,113 △19,370,158 

投資その他の資産合計  2,096,206 8.6 2,480,999 24.3

固定資産合計  3,324,946 13.6 3,677,578 36.0

資産合計  24,459,922 100.0 10,215,703 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形および買掛金  407,514 538,889 

２ 未払金  811,893 1,089,804 

３ 未払法人税等  103,781 76,755 

４ 賞与引当金  174,948 161,371 

５ 社名変更関連費用引当
金 

 270,000 － 

６ 閉鎖店舗引当金  64,108 11,397 

７ 債務保証損失引当金  4,055 2,443 

８ その他  333,692 508,741 

流動負債合計  2,169,992 8.9 2,389,403 23.4

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  45,214 24,948 

２ 長期未払金  29,520 9,840 

３ 預り保証金  － 87,034 

４ その他  55,459 － 

５ リース資産減損勘定  13,109 2,074 

固定負債合計  143,302 0.6 123,896 1.2

負債合計  2,313,295 9.5 2,513,300 24.6

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 14,447,805 59.1 － －

Ⅱ 資本剰余金  12,362,024 50.5 － －

Ⅲ 利益剰余金  △4,727,672 △19.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 66,425 0.3 － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △1,955 △0.0 － －

資本合計  22,146,627 90.5 － －

負債、少数株主持分およ
び資本合計 

 24,459,922 100.0 － － 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 14,447,805 141.4

２ 資本剰余金   － － 7,555,702 74.0

３ 利益剰余金   － － △14,335,769 △140.3

４ 自己株式   － － △1,987 △0.1

  株主資本合計   － － 7,665,751 75.0

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差
額金 

  － － 36,652 0.4

  評価・換算差額等合計   － － 36,652 0.4

純資産合計   － － 7,702,403 75.4

負債純資産合計   － － 10,215,703 100.0

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  40,961,217 100.0 36,578,333 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 33,792,418 82.5 29,499,545 80.6

売上総利益  7,168,799 17.5 7,078,787 19.4

Ⅲ 販売費および一般管理費 ※２ 8,084,728 19.7 8,957,139 24.5

営業損失  915,929 △2.2 1,878,352 △5.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  78 67,610   

２ 受取配当金  16,624 1,360   

３ 有価証券利息  － 3,285   

４ 雑収入  125,703 142,406 0.3 23,073 95,328 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  53,258 －   

２ 持分法による投資損失  238,530 1,554   

３ 新株発行費  122,169 －   

４ 社債発行費  2,400 －   

５ 雑損失  19,429 435,787 1.1 3,447 5,001 0.1

経常損失  1,209,310 △3.0 1,788,024 △4.9

Ⅵ 特別利益    

１ 賞与引当金戻入  － 29,110   

２ 固定資産売却益 ※３ 8,712 1,490   

３ 投資有価証券売却益  721,518 －   

４ 子会社整理損引当金戻
入 

 1,361,000 －   

５ 債務保証損失引当金戻
入 

 － 1,612   

６ その他  1,404 2,092,635 5.1 － 32,213 0.1

     

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

 １ 貸倒引当金繰入額  128,377 12,298,049   

 ２ 投資有価証券評価損  4,076 486   

３ 固定資産除却損 ※４ 73,471 2,576   

４ 固定資産売却損 ※５ 1,051 91   

５ リース解約損   31,223 －   

６ 金利スワップ解約損   53,036 －   

７ 関係会社株式売却損  10,561 －   

８ 訴訟関連費  24,930 －   

９ 社名変更関連費用引当
金繰入 

 334,000 －   

10 閉鎖店舗引当金繰入  64,108 －   

11 減損損失 ※６  1,133,844 307,151   

12 持分法による投資損失 ※７  2,107,000 －   

13 その他   231,591 4,197,268 10.2 － 12,608,355 34.5

税金等調整前当期純損
失 

 3,313,942 △8.1 14,364,167 △39.3

法人税、住民税および
事業税 

 77,364 50,250   

法人税等調整額  10 77,374 △0.2 － 50,250 △0.1

当期純損失  3,391,317 △8.3 14,414,418 △39.4

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,055,349

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 増資による新株の発行  6,765,240

２ 転換社債の転換による
増加 

 1,485,884

３ 合併による増加  55,550 8,306,675

Ⅲ 資本剰余金期末残高  12,362,024

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △1,280,804

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１ 連結子会社合併に伴う
利益剰余金減少高 

 55,550

２ 当期純損失  3,391,317 3,446,868

Ⅲ 利益剰余金期末残高  △4,727,672

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 14,447,805 12,362,024 △4,727,672 △1,955 22,080,201 

連結会計年度中の変動額          

資本準備金の取崩   △4,806,321 4,806,321   － 

当期純損失     △14,414,418   △14,414,418 

自己株式の取得       △31 △31 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ △4,806,321 △9,608,096 △31 △14,414,450 

平成19年３月31日 残高（千円） 14,447,805 7,555,702 △14,335,769 △1,987 7,665,751 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 66,425 66,425 33,272 22,179,899 

連結会計年度中の変動額        

資本準備金の取崩       － 

当期純損失       △14,414,418 

自己株式の取得       △31 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△29,773 △29,773 △33,272 △63,045 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△29,773 △29,773 △33,272 △14,477,496 

平成19年３月31日 残高（千円） 36,652 36,652 － 7,702,403 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 税金等調整前当期純損失  △3,313,942 △14,364,167 

２ 減価償却費  315,445 321,468 

３ 貸倒引当金の増減額（△
減少額） 

 △325,267 11,546,145 

４ 賞与引当金の増減額 
（△減少額） 

 89,948 △13,577 

５ 子会社整理損引当金の減
少額 

 △1,361,000 － 

６ 社名変更関連費用引当金
の増減額（△減少額） 

 270,000 △270,000 

７ 閉鎖店舗引当金の増減額
（△減少額） 

 64,108 △52,710 

８ 債務保証損失引当金の増
減額（△減少額） 

 4,055 △1,612 

９ 受取利息および受取配当
金 

 △16,703 △68,970 

10 支払利息  53,258 － 

11 持分法による投資損益  2,345,530 1,554 

12 投資有価証券売却益  △721,518 － 

13 投資有価証券評価損  4,076 486 

14 関係会社株式売却損  10,561 － 

15 有形固定資産売却益  △8,712 △1,490 

16 有形固定資産除売却損  4,194 2,645 

17 無形固定資産除売却損  70,328 23 

18 減損損失  1,133,844 307,151 

19 売上債権の増加額  △22,820 △51,653 

20 たな卸資産の増減額 
（△増加額） 

 △178,115 77,598 

21 仕入債務の増減額 
（△減少額） 

 △133,401 130,529 

22 未払消費税等の増加額  20,624 38,946 

23 長期債権の減少額  － 728,929 

24 未払金の増減額  
（△減少額） 

 △37,109 266,163 

25 新株発行費  122,169 － 

26 その他  130,822 202,854 

小計  △1,479,624 △1,199,686 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

27 利息および配当金の受
取額 

 16,703 3,886 

28 利息の支払額  △80,233 － 

29 法人税等の支払額  △138,579 △142,341 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,681,734 △1,338,141 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 定期預金の払戻による
収入 

 1,029,000 － 

２ 預け入れ機関に拘束力
のある普通預金 

 － △144,714 

３ 投資有価証券の売却に
よる収入 

 1,060,725 － 

４ 持分法適用会社株式売
却による収入 

 186,269 － 

５ 有形固定資産の取得に
よる支出 

 △550,675 △474,538 

６ 有形固定資産の売却に
よる収入 

 3,042,239 2,661 

７ 無形固定資産の取得に
よる支出 

 △80,638 △139,135 

８ 長期前払費用の取得に
よる支出 

 △1,803 △5,144 

９ 差入敷金保証金増加に
よる支出 

 △228,652 △390,838 

10 差入敷金保証金減少に
よる収入 

 29,649 20,044 

11 短期貸付けによる支出  △10,000,000 △285,100 

12 短期貸付金の回収によ
る収入 

 10,001,646 － 

13 ＣＭＳによる親会社寄
託支出 

 － △12,160,000 

14 長期貸付けの回収によ
る収入 

 300 6,000 

15 その他  － 56,365 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 4,488,061 △13,514,400 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 短期借入金の純減少額  △950,420 － 

２ 長期借入金の返済によ
る支出 

 △3,247,742 － 

３ 社債の発行による収入  2,997,600 － 

４ 株式の発行による収入  13,411,028 － 

５ 配当金の支払額  △23 － 

６ 新株予約権発行による
収入 

 33,272 － 

７ その他  △179 △33,313 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 12,243,535 △33,313 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（△減少額） 

 15,049,862 △14,885,855 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,277,508 16,327,371 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 16,327,371 1,441,516 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成 17年４月１日 
至 平成 18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18年４月１日 
至 平成 19年３月31日） 

          ―――――――  当社グループは、第18期687百万円、第19期915百万円、

第20期1,878百万円と継続して大幅な営業損失を計上して

おります。当連結会計年度においては多額の貸倒引当金を

計上したため、当期純損失は14,414百万円にのぼりまし

た。 

 また営業キャッシュ・フローにつきましても第18期645

百万円、第19期1,681百万円、第20期1,338百万円と継続的

に大幅なマイナスとなっております。さらに、当連結会計

年度末においては、現金および現金同等物の金額が1,441

百万円となっており、前連結会計年度末（16,327百万円）

に比べて著しく減少しております。当該状況を総合的に鑑

みて、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

 このような状況から早急に脱却するために、当社グルー

プでは中期事業計画（平成20年３月期から平成22年３月

期）を策定し、当該計画の達成に向けて邁進する所存で

す。 

・営業損益および営業キャッシュ・フローへの対応 

 営業では１人当たりの生産性を重視してまいります。営

業研修部を新設して個人のスキルアップをはかり、全国55

ある店舗（平成19年３月末現在）よりスクラップ・アン

ド・ビルドを積極的に行います。新たに導入した事業部制

では買取・直販体制を構築させ、社内流通量を10,000台に

増加し陸送費、オークション仕入れ手数料の削減を強化す

ること、そしてより地域に密着した営業、機動的なマーケ

ティングを遂行いたします。 

・販売管理費の圧縮と財務強化 

 第20期におきましては広告宣伝費が802百万円増加いた

しましたが、費用対効果を徹底的に検証してまいります。

本社家賃の見直し（移転含む）など経費圧縮に努め、持分

法適用会社である株式会社オートサーバー株式の売却を早

期に実現させ、当社の財務強化、安定に努めてまいりま

す。 

 



前連結会計年度 
（自 平成 17年４月１日 
至 平成 18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18年４月１日 
至 平成 19年３月31日） 

   なお、第21期の確保すべき運転資金につきましては、当

社保有株式・不動産の売却、担保不動産の売却、およびエ

クイティ・ファイナンス等の実施により4,758百万円を調達

してまいります。詳細は、下記資金不足額の調達表をご参

照下さい。 

 （単位：百万円）

  

 当該計画および資金調達の実行・達成により、継続企業の

前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えておりま

す。このため、連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記の重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

  

       

 項目 
 資金不足額の調達 

 調達時期  数量（株）  調達額 

当社保有株式 

売却 
 平成19年６月  360 66

担保不動産売却  平成19年７月   217

担保不動産売却  平成19年７月   460

当社保有株式 

売却 
 平成19年９月  8,848 1,170

エクイティファ

イナンス等 
 平成19年７月   2,000

当社保有不動産
売却 

 平成19年９月   200

担保株式売却  平成19年９月  48,800 2

担保株式売却  平成19年９月  280,000 209

担保株式売却  平成19年９月  93,440 4

差入保証金返還  平成19年９月   80

商品在庫圧縮  随時   350

   調達金額の合計 4,758



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ４社 連結子会社の数  ４社 

  主要な連結子会社の名称 

株式会社ジャックアカウンティン

グ、イー・ロジスティックス株式会

社、株式会社ジェイファイナンス、

ＡＡフィナンシャル・システム株式

会社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社ジャックアカウンティン

グ、イー・ロジスティックス株式会

社、株式会社ジェイファイナンス、

ＡＡフィナンシャル・システム株式

会社 

  なお、株式会社ジャックリアルエス

テートは、当連結会計年度におい

て、当社と合併したため、連結の範

囲から除外しております。 

また、エス・アンド・ジェイ・プロ

パティ・ジャパン有限会社は当連結

会計年度において、清算したため連

結の範囲から除外しております。 

  

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数  １社 

関連会社１社（株式会社オートサーバ

ー）であり、持分法を適用しておりま

す。 

持分法適用の関連会社数  １社 

関連会社１社（株式会社オートサーバ

ー）であり、持分法を適用しておりま

す。 

  (1）株式会社ジャック・フランチャイ

ズ・ステーションは、当連結会計

年度において株式をすべて売却し

たため、持分法適用会社から除外

しております。  

持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社

の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。 

  (2）持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日

と同一であります。 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日

と同一であります。 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

たな卸資産…主として個別法による低価

法によっております。 

たな卸資産 

同左 

  有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格に基づく時

価法によっております。 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格に基づく時

価法によっております。 

  （評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。定期借

地権契約による借地上の構築物等に

ついては、耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零とした定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 ３年～44年   

  ② 無形固定資産および長期前払費用 

定額法によっております。ただし、

ソフトウエア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産および長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 社名変更関連費用引当金 

社名変更に関連して今後発生すると

見込まれる額を計上しております。 

③     ――――――― 

  

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 閉鎖店舗引当金 

店舗閉鎖に伴う費用損失に備えるた

め、今後の発生見込額を計上してお

ります。 

④ 閉鎖店舗引当金 

      同左 

  ⑤ 債務保証損失引当金 

債務保証に伴う損失に備えるため、

被保証先の損失発生見込額を計上し

ております。 

⑤ 債務保証損失引当金 

      同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンスリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分又は損失処理について連結会計年度中

に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いて作成しております。 

――――――― 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金および取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を当連結

会計年度から適用しております。 

 この変更に伴い従来の方法と比較して税金等調整前当

期純損失が3,240百万円増加しております。また、セグメ

ント情報に与える影響につきましては、当該箇所の記載

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

――――――― 

  

（費用の計上区分の変更） 

 従来、自動車関連事業の販売手数料については、販売

費および一般管理費として処理しておりましたが、自動

車関連収入に対応する原価の把握をより適切に行うこと

によって、売上と売上原価との関係をより適正に表示す

るため、当連結会計年度より、売上原価に計上する方法

に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して売上原価は

1,052百万円増加し、売上総利益並びに販売費および一般

管理費はそれぞれ同額減少しております。 

――――――― 

  

――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,702,403

千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── 

  

（連結貸借対照表） 

 当連結会計年度より、会社の財政状態をより詳細に表

示するため、固定負債「その他」で表示していた「預り

保証金」を区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「預り保証金」の金額は

55,459千円であります。 

  



追加情報 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成 18年３月31日） 

――――――― 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成 19年３月31日） 

監査役の監査報告書 

 私たち監査役は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２０期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１ 監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ

の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出

席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適性を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況

を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の執行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１５９条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表）について検討いたしました。 

２ 監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関し、平成１９年１月１２日付け取締役会において、親会社（同時点では予定）のための現金

及び短期政府証券合計１２０億円の担保提供決議がなされました。また、同年３月１９日付け取締役会において、親会社

が運営するＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）導入決議がなされ、同決議後、現金１２０億円の親会社に対する

寄託が、それ自体についての決議がないまま実行されました（なお、同時点で一部取締役の兼任状況がありましたが、利

益相反取引に関する承認決議はなされておりません）。同寄託にともない当社資産に対する上記担保はいったん解除さ

れ、新たに当社が提供した寄託金について担保設定がなされました。これらは、親会社及び親会社に買収資金を融資した

大手証券会社（上記の担保権者）と協議のうえ策定された買収スキームの一環と目されるものの、親会社による取得株価

変動リスクとも関連する安全性確保の要請や一般株主の利益擁護の観点に比して過度に経営判断が優先された可能性があ

り、善管注意義務、忠実義務違反の疑いを生じています。 

 上記寄託金については、監査役会として、親会社からの担保徴求その他返還請求権の行使を円滑ならしめるために必要

な措置を講ずるよう強く具申しております。 

また、上記経緯の開示等に関連して、東京証券取引所より「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規

則」に基づき「改善報告書」の提出を求められました。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締

役の職務の執行については、前記二、後記３記載の各点を指摘いたします。 

監査役会として、指摘事項を踏まえ、経営体制の刷新を含めて内部統制システムの再構築に向け、必要な措置を講ずるよ

う具申しております。 

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人ビーエー東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（３） 連結計算書類の監査結果 

  会計監査人ビーエー東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 



３ 後発事象（重要な後発事象がある場合） 

  親会社の兼任取締役（当時）が、平成１９年４月１９日、同２０日にかけて、親会社の職務執行として行った会社の株

式２０万１７００株の売却がインサイダー取引に該当するのではないかとの指摘がありました。 

 また、平成１９年６月５日、前記二記載の大手証券会社より、当社が親会社に提供した上記寄託金１２０億円について

担保権を実行し、親会社に対する融資金の一部に充当した旨の通知がありました。当社はすでに引当金を計上しています

が、監査役会として、回収に対する懸念が強まったものと認め、回収のために必要な措置を講ずるよう引き続き強く具申

しています。 

平成19年６月10日  

株式会社ソリッド グループ ホールディングス 監査役会  

  常勤監査役 （社外監査役） 三 嶋 完 治 

  常勤監査役 （社外監査役） 土 屋 陽 一 

  監査役 （社外監査役） 二 宮 征次郎 

  監査役 （社外監査役） 原 口   健 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 長期債権および長期売掛金は、財務諸表等規則第

32条第１項第10号の債権であります。 

※１          同左 

※２ 発行済株式の総数 ※２        ――――――― 

普通株式 235,987,091株  

※３ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

※３        ――――――― 

普通株式 12,081株  

※４ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※４ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 624,262千円 投資有価証券（株式）    622,708千円

 ５ 保証債務 

ＡＡフィナンシャル・システム株式会社のカート

レードファイナンス会員の金融機関からの借入に

対する連帯保証 

 ５ 保証債務 

ＡＡフィナンシャル・システム株式会社のカート

レードファイナンス会員の金融機関からの借入に

対する連帯保証 

  150,688千円   176,344千円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 低価法による商品評価減の処理 

低価法による商品の評価減額212,342千円を売上原

価に算入しております。 

※１ 低価法による商品評価減の処理 

低価法による商品の評価減額72,802千円を売上原

価に算入しております。 

※２ 販売費および一般管理費のうち主要な費目および

金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費および一般管理費のうち主要な費目および

金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,011,882千円

給料手当 2,415,521千円

地代家賃 1,674,135千円

賞与引当金繰入額 169,538千円

社名変更関連費用引当金繰入額 278,256千円

債務保証引当金繰入額 4,055千円

広告宣伝費 1,813,660千円

給料手当 2,657,829千円

地代家賃 1,846,978千円

賞与引当金繰入額   154,571千円

※３ 固定資産売却益 

固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産売却益 

固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品 6,697千円

車両運搬具 2,015千円

計 8,712千円

車輌運搬具 1,490千円

※４ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品 3,142千円

ソフトウェア 70,328千円

計 73,471千円

車輌運搬具 2,553千円

ソフトウェア    23千円

計 2,576千円

※５ 固定資産売却損 

固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産売却損 

固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 202千円

車両運搬具 848千円

計 1,051千円

車輌運搬具 91千円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６ 減損損失 

（1）減損損失を認識した資産グループの概要 

※６ 減損損失 

（1）減損損失を認識した資産グループの概要 

用途 所在地 種類 
 減損損失 
（千円）  

赤字 

店舗 

宮城県 

仙台市他 

建物および構築

物その他 
439,921 

賃貸 
千葉県 

市川市 
土地 102,908 

遊休 ― 
リース資産およ

びソフトウェア 
487,217 

用途 所在地 種類 
 減損損失 
（千円）  

赤字 

店舗 

千葉県柏市 

石川県金沢

市他 

建物および構築

物その他 
198,082 

遊休 ― 
ソフトウェア 

その他 
109,068 

   (2)減損損失の認識に至った経緯 

減損損失を認識した資産は収益性及び評価額が帳

簿価額に比べて著しく低下したことにより、減損

の兆候が認められましたので、帳簿価額を回収可

能価額まで減額しております。 

   (2)減損損失の認識に至った経緯 

同左 

   (3)減損損失の主な固定資産の種類ごとの金額    (3)減損損失の主な固定資産の種類ごとの金額 

  

 土地   102,908千円 

 建物および構築物   421,384千円 

 リース資産 326,554千円 

 無形固定資産 243,934千円    

 建物および構築物 192,339千円 

 無形固定資産 109,068千円 

 その他 5,743千円 

   (4)資産のグルーピングの方法 

当社グループは内部管理上の事業所等を単位とし

て資産のグルーピングを行っております。ただ

し、賃貸不動産に関する資産および遊休資産につ

いては個別にグルーピングを行い、提出会社の本

社管理部門に係る資産等は共有資産としており、

より大きなグルーピングで評価しております。 

   (4)資産のグルーピングの方法 

同左 

   (5)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は使用価値及び正味売却価額を用い

ており、使用価値算定においては将来キャッシュ

フローを５％で割引いて算定しており、正味売却

価額の算定に当たっては主に不動産鑑定額等を使

用しております。 

   (5)回収可能価額の算定方法 

同左 

※７ 持分法による投資損失 

 特別損失に計上した持分法による投資損失は、

持分法適用関連会社１社に関して、減損損失を計

上したことに伴う損失であります。 

※７        ――――――― 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注１）上記のストック・オプションとしての新株予約権の減少は、退職によるものであります。 

 （注２）上記のストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 235,987,091 － － 235,987,091 

合計 235,987,091 － － 235,987,091 

自己株式        

普通株式 12,081 320 － 12,401 

合計 12,081 320 － 12,401 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

平成17年新株予約権 普通株式 25,149,000 － 25,149,000 － － 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ 7,981,000 － 1,476,000 6,505,000 － 

合計 － 33,130,000 － 26,625,000 6,505,000 － 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表掲記されている科目の金額との関係 

現金および預金勘定 16,327,371 千円

預金期間が３ヶ月を越える

定期預金 
― 千円

現金および現金同等物 16,327,371 千円

現金および預金勘定 1,586,230千円

預金期間が３ヶ月を越える

定期預金等 
△144,714千円

現金および現金同等物 1,441,516千円

 ２ 合併により連結子会社でなくなった会社の資産お

よび負債の主な内訳 

 株式会社ジャックリアルエステート 

 ２        ――――――― 

流動資産 54,136千円

固定資産 103,460千円

資産合計 157,596千円

流動負債 2,646千円

固定負債 36,207千円

負債合計 38,853千円

 

 ３ 転換社債の転換 

  

 ３        ――――――― 

  

転換社債の転換による資本

金増加額 

1,514,115千円

転換社債の転換による資本

準備金増加額 

1,485,884千円

転換による転換社債減少額 3,000,000千円

   

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当

額 

  

その他 

（有形固定

資産） 

その他 

（無形固定

資産） 

合計 

取得価額相

当額 
143,358千円 3,482千円 146,840千円 

減価償却累

計額相当額 
77,108千円 2,903千円 80,011千円 

減損損失累

計額相当額 
15,731千円 －千円 15,731千円 

期末残高相

当額 
50,519千円 578千円 51,098千円 

  

その他 

（有形固定

資産） 

その他 

（無形固定

資産） 

合計 

取得価額相

当額 
179,868千円 3,482千円 183,350千円 

減価償却累

計額相当額 
125,903千円 3,424千円 129,327千円 

減損損失累

計額相当額 
8,980千円 －千円 8,980千円 

期末残高相

当額 
44,984千円 58千円 45,042千円 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

   リース資産減損勘定の残高        15,731千円 

１年以内 29,707千円

１年超 41,632千円

合計 71,340千円

   リース資産減損勘定の残高       2,074千円 

１年以内 34,765千円

１年超 19,478千円

合計 54,243千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 135,524千円

リース資産減損勘定の取崩額 310,823千円

減価償却費相当額   117,551千円

支払利息相当額 16,039千円

減損損失 326,554千円

支払リース料 38,544千円

リース資産減損勘定の取崩額 13,656千円

減価償却費相当額  34,233千円

支払利息相当額 2,686千円

減損損失      －千円

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

         同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

         同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていないその他有価証券 

 （注） 当連結会計年度において、4,076千円の減損処理を行っております。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「時価が著しく

下落」したものとし、減損処理を行っております。 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 10,400 122,040 111,640 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 10,400 122,040 111,640 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 － － － 

合計 10,400 122,040 111,640 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

1,061,418 721,518 － 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 56,856 



当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていないその他有価証券 

 （注） 当連結会計年度において、486千円の減損処理を行っております。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「時価が著しく

下落」したものとし、減損処理を行っております。 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

① 株式 10,400 72,000 61,600 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 10,400 72,000 61,600 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 － － － 

合計 10,400 72,000 61,600 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

－ － － 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 56,369 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

当社は、金利スワップを利用しておりましたが、

当連結会計年度中に取引は終了しました。 

――――――― 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、金利関連では借入金利等の

将来の金利変動リスクを回避する目的で利用して

おりました。  

 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、金

利スワップについては特例処理の要件を満たす

ものについては、特例処理を採用しておりま

す。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回

避するため、ヘッジを行う方針であります。 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計とヘ

ッジ手段のキャッシュフロー変動の累計とを比

較して有効性の判定を行っております。特例処

理の要件を満たすものについては有効性の判定

を省略しております。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社グループの利用する金利スワップは、市場金

利の変動によるリスクは有しておりますが、信用

度の高い大手金融機関を相手としてデリバティブ

取引を行っているため、相手先の契約不履行によ

るリスクは低いものと判断しております。 

 

(5）取引に係るリスク管理体制 

金利スワップ取引に係る契約締結業務は、社内規

程に基づき、経理部門が担当しております。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末現在デリバティブ取引は行ってい

ないため記載事項はありません。  

 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成 19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 (注)株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  
平成17年 

 ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

 当社従業員（取締役、監査役含む）、

当社子会社従業員（取締役含

む）    500名 

当社従業員（取締役、監査役含む）、

当社子会社従業員（取締役含む） 542

名 

ストック・オプション数 

         (注) 
普通株式   5,000,000株 普通株式   2,981,000株 

付与日 平成17年12月15日 平成18年３月16日 

権利確定条件 

 付与日（平成17年12月15日）以降、権

利確定日（平成19年６月30日）まで継

続して勤務していること。 

 付与日（平成18年３月16日）以降、権

利確定日（平成19年６月30日）まで継

続して勤務していること。 

対象勤務期間 
７ヶ月間（平成17年５月14日至平成17年

12月15日） 
 １日（平成18年３月16日在籍者） 

権利行使期間 
 平成19年６月30日から 

 平成20年７月７日まで 

  平成19年６月30日から 

 平成20年７月７日まで 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前    （株）     

前連結会計年度末 5,000,000 2,981,000 

付与 ― ― 

失効 910,000 473,000 

権利確定 ― ― 

未確定残 4,090,000 2,508,000 

権利確定後    （株）     

前連結会計年度末 ― ― 

権利確定 ― ― 

権利行使 ― ― 

失効 ― ― 

未行使残 ― ― 



② 単価情報 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 335 175 

行使時平均株価     （円） ― ― 

公正な評価単価（付与日）（円） ― ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(イ）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (イ）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入超過額 70,854千円

貸倒引当金繰入限度額 8,585,299千円

繰越欠損金 3,844,972千円

減価償却費償却超過額 301,313千円

商品 85,998千円

未払費用 76,808千円

未払事業所税 10,545千円

店舗閉鎖引当金 25,963千円

投資有価証券 853,335千円

土地 41,677千円

電話加入権 4,522千円

リース資産減損勘定 5,309千円

社名変更関連費用引当金 109,350千円

債務保証損失引当金 1,642千円

その他 1,419千円

小計 14,019,012千円

評価性引当額 △14,019,012千円

合計 －千円

（繰延税金負債）  

有価証券評価差額 △45,214千円

繰延税金負債純額 45,214千円

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入超過額 65,355千円

貸倒引当金繰入限度額 13,257,149千円

繰越欠損金 4,852,940千円

減価償却費償却超過額 362,383千円

商品 29,484千円

未払費用 7,290千円

未払事業所税 11,366千円

店舗閉鎖引当金 4,616千円

投資有価証券 853,335千円

土地 41,677千円

電話加入権 4,868千円

リース資産減損勘定 840千円

建設仮勘定（ソフトウェ

ア） 

 42,525千円

債務保証損失引当金 989千円

その他 4,995千円

小計 19,539,817千円

評価性引当額 △19,539,817千円

合計 －千円

（繰延税金負債）  

有価証券評価差額 △24,948千円

繰延税金負債純額 24,948千円

(ロ）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失のた

め、記載を行っておりません。 

(ロ）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失のた

め、記載を行っておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）自動車関連事業……………………中古車の買取、中古車の販売及び新車の販売 

(2）不動産関連事業……………………不動産の販売及びコンサルタント業務 

(3）その他………………………………自動車陸送事業等 

３ 営業費用の、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、ありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、現金及び預金15,963,709千円、投資有価

証券1,679,896千円であります。 

５ 従来区分表示しておりました「リフォーム関連事業」は、事業撤退に伴い事業区分が減少しております。 

  
自動車関連
事業 
（千円） 

不動産関連
事業 
（千円） 

その他関連
事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 40,449,755 162,202 349,260 40,961,217 － 40,961,217 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
34,194 80,863 428,823 543,882 △543,882 － 

計 40,483,950 243,065 778,083 41,505,100 △543,882 40,961,217 

営業費用 41,507,949 140,489 777,337 42,425,776 △548,629 41,877,146 

営業利益又は営業損失

（△） 
△1,023,999 102,576 747 △920,677 4,747 △915,929 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 6,745,814 － 251,860 6,997,676 17,462,247 24,459,923 

減価償却費 273,144 12,940 13,072 299,158 － 299,158 

減損損失 1,133,844 － － 1,133,844 － 1,133,844 

資本的支出 607,792 － 85,132 692,925 － 692,925 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）自動車関連事業……………………中古車の買取、中古車の販売及び新車の販売 

(2）不動産関連事業……………………不動産の販売及びコンサルタント業務 

(3）その他………………………………自動車陸送事業等 

３ 営業費用の、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、現金及び預金1,195,352千円、投資有価

証券128,369千円であります。 

  
自動車関連
事業 
（千円） 

不動産関連
事業 
（千円） 

その他関連
事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 36,091,475 126,119 360,738 36,578,333 － 36,578,333 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
5,869 480 395,118 401,467 △401,467 － 

計 36,097,344 126,599 755,856 36,979,801 △401,467 36,578,333 

営業費用 38,054,848 30,182 768,239 38,853,270 △396,585 38,456,685 

営業利益又は営業損失

（△） 
△1,957,503 96,417 △12,382 △1,873,470 △4,883 △1,878,352 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 8,384,515 － 264,620 8,649,136 1,566,567 10,215,703 

減価償却費 289,355 － 32,113 321,468 － 321,468 

減損損失 307,151 － － 307,151 － 307,151 

資本的支出 430,570 － 34,052 464,623 － 464,623 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度および当連結会計年度において、本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社および重

要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度および当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 兄弟会社等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注）１．株式会社ライブドアファイナンス、ライブドア証券株式会社に対しての金銭の貸付は、連結子会社であるＡ

Ａフィナンシャル・システム株式会社を経由した取引であります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 親会社及び法人主要株主等 

 兄弟会社等 

   上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注）１．価格その他の取引条件については、市場情勢を参考に、価格交渉等の上決定しております。 

    ２．利息収入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
被所有割
合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

主要株主

（会社等）

が議決権の

過半数を自

己の計算に

おいて所有

している会

社等 

株式会社

ライブド

アファイ

ナンス 

東京都港

区 
38 

投資事業 

金融サー

ビス事業 

コンサル

ティング

事業 

－ 
兼任 

１人 
なし 

金銭の貸付  5,000 ―  ― 

金銭の貸付の

回収 

5,000 

  

― 

  

― 

  

貸付金利息収

入 

 35 

  

― 

  

― 

  

基幹システム

要求仕様書作

成業務  

46 

 

  

未払金 

 

   

46 

 

  

主要株主

（会社等）

が議決権の

過半数を自

己の計算に

おいて所有

している会

社等 

ライブド

ア証券株

式会社 

東京都港

区 
15,446 証券業 － － なし 

金銭の貸付 5,000 ― ― 

金銭の貸付の

回収 

5,000 

  

― 

  

― 

  

貸付金利息収

入 

 36 

  

 ― 

  

― 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
被所有割
合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

株式会社

ソリッド

アコース

ティック

ス 

東京都港

区 
1,818 

投資事業 

事業育成

事業 

子会社管

理事業 

56.93 
兼任 

６人 

資金の

援助 

寄託金 12,160  寄託金 12,160  

質権設定料利

息収入 

65  

  

未収利息 

  

65  

  

敷金の支払 

  

352  

  

差入敷金

保証金 

352  

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
被所有割
合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

同一の親会

社をもつ会

社等 

株式会社

ソリッド

ヒューマ

ンテクノ

ロジーズ 

東京都

港区 
100 

人材派遣

事業 

システム

開発事業 

エンジニ

ア教育事

業 

－ 
兼任 

３人 

営業上

の取引 

器具備品の購

入  

23  

  

未払金 

  

26  

  

派遣費用の支

払 

2  

  
未払金 

2  

  

同一の親会

社をもつ会

社等 

株式会社

ソリッド

ミュージ

ックアン

ドエンタ

テイメン

ト 

東京都

港区 
10 

音楽メデ

ィアの企

画・製

作・製

造・販

売・輸出

入業 

－ 
兼任 

３人 

営業上

の取引 

広告宣伝にお

けるキャラク

ター契約料 

30 未払金 31  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 93.85円

１株当たり当期純損失 18.75円

１株当たり純資産額 32.64円

１株当たり当期純損失 61.08円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失である為、記載しておりませ

ん。 

            同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純損失（千円） 3,391,317 14,414,418 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 3,391,317 14,414,418 

期中平均株式数（株） 180,821,915 235,974,841 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成 17年 4月 1日 
至 平成 18年 3月 31日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18年 4月 1日 
至 平成 19年 3月 31日） 

株式会社ライブドアとの資本・業務提携解消に向けての基

本合意   

  当社は、これまで、親会社である株式会社ライブドア 

（以下「ＬＤ社」）との間で、資本・業務提携の解消につ 

 いて協議を進めて参りましたが、平成18年６月19日、ＬＤ

 社との間で、下記のとおり資本・業務提携の解消に向けた

 基本合意書の取り交わしが完了いたしました。 

  1．基本合意に至った理由 

   平成18年１月以降、両者を取り巻く環境が大きく変化

  し、当初予定されていた資本・業務提携によるシナジ 

  ー効果が見込めなくなったため、本件基本合意の締結 

  にいたりました。 

  ２．基本合意の内容 

  （１）当社及びＬＤ社は、両社間の資本提携に関する 

  基本合意書（平成17年８月25日付）および業務提携に 

  関する基本合意書（平成17年９月１日付）の解消に向 

  けて鋭意努力する。 

  （２）ＬＤ社は、ＬＤ社が保有する当社株式の全部又 

  は一部を、当社の指定又は承諾する者（以下「買収 

  者」）に対し、ＬＤ社、当社及び買収者が別途協議の 

  うえ定める方法によって譲り渡すものとし、当社及び 

  ＬＤ社は、これを全面的に協力する。 

  （３）当社とＬＤ社間の訴訟及び保全事件について、 

    当社及びＬＤ社は和解に向け協議を行う。 

                

１．親会社が運営するＣＭＳ口座について 

 当社の親会社である株式会社ソリッドアコースティック

スが運営するＣＭＳ口座に当社が寄託した資産120億円

は、親会社がリーマン・ブラザーズ証券株式会社（以下、

「ＬＢ社」といいます。）との間の金銭消費貸借契約（以

下、「本件債務」といいます。）に基づき、自己担保とし

て預託（以下、「預託担保」といいます。）しておりまし

たが、ＬＢ社は、平成19年６月５日、親会社が本件債務の

期限の利益を喪失したとして預託担保を本件債務の弁済に

充当いたしました。これを受け当社は、親会社とのＣＭＳ

に関する契約を破棄し、準消費貸借契約を締結、親会社の

資産を当社へ追加差入れ、債務の弁済に充当する旨を親会

社に申請することを平成19年６月６日開催の取締役会で決

議いたしました。 

２．持分法適用会社株式の売却について 

 株式会社オートサーバー株式について、平成19年５月31

日開催の取締役会において当社所有の全株式を売却する旨

決議いたしました。第21期上期中（平成19年９月30日ま

で）に、売却を行います。 

３．運転資金対応について 

 当社は、平成19年６月８日開催の取締役会にて、当社保

有株式の売却、不動産の売却およびエクイティファイナン

ス等の実施等,第21期中に40億円超の資金を調達すること

を決議いたしました。 



⑤【連結附属明細表】 

    【社債明細表】 

     該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金および預金   15,963,709 1,195,352 

２ 受取手形  － 7,141 

３ 売掛金  690,505 869,470 

４ 商品  3,785,410 3,712,660 

５ 短期貸付金 ※３ 13,000 13,100 

６ 親会社未収利息  － 65,084 

７ 前払費用  233,143 224,110 

８ 未収消費税等  10,235 － 

９ その他 ※３ 33,361 12,363 

貸倒引当金  △4,432 △100 

流動資産合計  20,724,935 83.3 6,099,183 57.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物   784,851 884,833   

減価償却累計額  334,613 450,237 455,646 429,187 

(2）構築物  825,616 889,940   

減価償却累計額  431,246 394,370 541,580 348,359 

(3）機械装置  13,662 17,808   

減価償却累計額  9,069 4,592 12,553 5,254 

(4）車輌運搬具  12,524 4,476   

減価償却累計額  9,546 2,977 2,710 1,766 

(5）器具備品  123,410 145,288   

減価償却累計額  92,714 30,695 100,353 44,935 

(6）土地   232,200 232,200 

(7）建設仮勘定   － 39,518 

有形固定資産合計  1,115,073 4.5 1,101,221 10.4

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産    

(1）営業権  4,189 － 

(2）意匠権  3,423 － 

(3）ソフトウェア  8,000 － 

(4）電話加入権  1,584 732 

(5）その他  3,324 1,610 

無形固定資産合計  20,523 0.1 2,343 0.0

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   178,896 128,369 

(2）関係会社株式  1,500,999 1,500,999 

(3）出資金  6,030 6,030 

(4）長期前払費用  72,743 27,578 

(5）差入敷金保証金  857,103 1,168,835 

(6）長期債権 ※3,4 21,104,168 20,340,668 

(7）長期売掛金 ※４ 497,307 518,489 

(8) ＣＭＳによる親会社
寄託金  

  － 12,160,000 

(9）その他  － 285,000 

  貸倒引当金  △21,193,791 △32,731,244 

投資その他の資産合計  3,023,458 12.2 3,404,726 32.1

固定資産合計  4,159,055 16.7 4,508,291 42.5

資産合計  24,883,990 100.0 10,607,474 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  339,758 467,584 

２ 未払金 ※３ 857,110 1,137,632 

３ 未払費用  74,845 117,384 

４ 未払法人税等  98,886 72,870 

５ 前受金  77,716 202,984 

６ 預り金  74,329 74,072 

７ 社名変更関連費用引当
金 

 270,000 － 

８ 閉鎖店舗引当金  64,108 11,397 

９ 賞与引当金  164,020 151,000 

10 その他  37,817 28,946 

流動負債合計  2,058,592 8.3 2,263,873 21.4

Ⅱ 固定負債    

１ 預り保証金  24,907 20,362 

２ リース資産減損勘定  13,109 2,074 

３ 長期未払金  29,520 9,840 

４ 繰延税金負債  45,214 24,948 

固定負債合計  112,750 0.4 57,224 0.5

負債合計  2,171,342 8.7 2,321,098 21.9

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※1,6 14,447,805 58.1 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  12,362,024 －   

資本剰余金合計  12,362,024 49.7 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１ 任意積立金    

(1）別途積立金  644,669 －   

２ 当期未処理損失  4,806,321 －   

利益剰余金合計  △4,161,652 △16.7 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 66,425 0.3 － －

Ⅴ 自己株式 ※２ △1,955 0.0 － －

資本合計 ※５ 22,712,647 91.3 － －

負債資本合計  24,883,990 100.0 － － 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 14,447,805 136.2

２ 資本剰余金     

(1）資本準備金   － 3,611,951   

(2）その他資本剰余金   － 3,943,751   

資本剰余金合計    － － 7,555,702 71.2

３ 利益剰余金     

(1）その他利益剰余金     

別途積立金   － 644,669   

繰越利益剰余金   － △14,396,465   

利益剰余金合計    － － △13,751,796 △129.6

４ 自己株式   － － △1,987 0.0

株主資本合計    － － 8,249,724 77.8

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差
額金 

  － － 36,652 0.3

評価・換算差額等合計    － － 36,652 0.3

純資産合計    － － 8,286,376 78.1

負債純資産合計    － － 10,607,474 100.0

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 商品売上高  35,712,434 32,076,467   

２ FCロイヤリティー収入  46,000 22,500   

３ その他の営業収入  4,856,517 40,614,952 100.0 4,124,976 36,223,944 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   

１ 期首商品たな卸高  3,566,565 3,785,410   

２ 当期商品仕入高  33,927,366 29,384,366   

合計  37,493,931 33,169,776   

３ 他勘定振替高 ※２ － 8,211   

４ 期末商品たな卸高  3,785,410 33,708,520 83.0 3,712,660 29,448,904 81.3

売上総利益  6,906,431 17.0 6,775,039 18.7

Ⅲ 販売費および一般管理費    

１ 役員報酬  90,692 115,061   

２ 給料手当  2,274,411 2,505,638   

３ 賞与  135,574 140,654   

４ 法定福利費  296,272 318,016   

５ 福利厚生費  24,247 37,823   

６ 賞与引当金繰入額  164,020 151,000   

７ 通信費  163,432 152,986   

８ 旅費交通費  275,654 270,595   

９ 広告宣伝費  ※３ 1,010,216 1,813,153   

10 租税公課  131,919 131,524   

11 支払手数料  257,062 274,343   

12 地代家賃  1,722,358 1,819,560   

13 減価償却費  273,144 289,355   

14 社名変更関連費用引当
金繰入 

 278,256 －   

15 その他  727,401 7,824,667 19.3 616,412 8,636,126 23.8

営業損失  918,235 △2.3 1,861,086 △5.1

 



   
前事業年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息   2,150 69,159   

２ 受取配当金  49,855 1,360   

３ 受取保険金  7,651 2,631   

４ 用度品売却収入  390 112   

５ 法人税等還付加算金  603 139   

６ 有価証券利息  － 3,285   

７ 雑収入  42,277 102,928 0.3 17,889 94,577 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  21,239 －   

２ 新株発行費  122,169 －   

３ 社債発行費  2,400 －   

４ 雑損失  7,422 153,232 0.4 10,096 10,096 0.0

経常損失  968,538 △2.4 1,776,605 △4.9

Ⅵ 特別利益    

  １ 賞与引当金戻入  － 23,592   

２ 子会社整理損引当金戻
入 

 1,361,000 －   

３ 投資有価証券売却益  843,143 －   

４ 固定資産売却益  ※４ 2,015 327   

５ その他   1,404 2,207,563 5.4 － 23,919 0.1

     
 



   
前事業年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 貸倒引当金繰入額  128,377 12,286,457   

２ 投資有価証券評価損  7,236 486   

３ 固定資産除却損 ※５ 73,471 2,344   

４ 固定資産売却損 ※６ 782 －   

５ リース解約損   31,223 －   

６ 金利スワップ解約損   53,036 －   

７ 訴訟関連費  24,930 －   

８ 社名変更関連費用引当
金繰入 

 334,000 －   

９ 閉鎖店舗引当金繰入  64,108 －   

10 減損損失  ※７ 1,133,844 307,151   

11 関係会社株式評価損  2,107,000 －   

12 その他   210,525 4,168,535 10.3 － 12,596,439 34.8

税引前当期純損失  2,929,511 △7.2 14,349,126 △39.6

法人税、住民税および
事業税 

 45,739 47,339   

法人税等調整額  － 45,739 0.1 － 47,339 0.1

当期純損失  2,975,250 △7.3 14,396,465 △39.7

前期繰越損失  1,831,071 － 

当期未処理損失  4,806,321 － 

     



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年6月29日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失     4,806,321 

Ⅱ 損失処理額 

  １.資本準備金取崩額 

  

  

  

△4,806,321 

  

△4,806,321 

Ⅲ 次期繰越損失     － 



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年3月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式 

株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 別途積立

金 
繰越利益剰
余金 

平成18年3月31日 残高 
（千円） 

14,447,805 12,362,024 － 12,362,024 644,669 △4,806,321 △4,161,652 △1,955 22,646,221 

事業年度中の変動額                 

 資本準備金の取崩   △8,750,073 3,943,751 △4,806,321   4,806,321 4,806,321   － 

当期純損失           △14,396,465 △14,396,465   △14,396,465 

自己株式の取得               △31 △31 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ △8,750,073 3,943,751 △4,806,321 － △9,590,143 △9,590,143 △31 △14,396,497 

平成19年3月31日 残高 
（千円） 

14,447,805 3,611,951 3,943,751 7,555,702 644,669 △14,396,465 △13,751,796 △1,987 8,249,724 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日 残高 
（千円） 

66,425 66,425 33,272 22,745,919 

事業年度中の変動額         

資本準備金の取崩       － 

当期純損失       △14,396,465 

自己株式の取得       △31 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△29,773 △29,773 △33,272 △63,045 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△29,773 △29,773 △33,272 △14,459,543 

平成19年3月31日 残高 
（千円） 

36,652 36,652 － 8,286,376 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成 17年4月1日 
至 平成 18年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成 18年4月1日 
至 平成 19年3月31日） 

          ―――――――  当社は、第18期590百万円、第19期918百万円、第20期

1,861百万円と継続して大幅な営業損失を計上しておりま

す。当事業年度においては多額の貸倒引当金を計上したた

め、当期純損失は14,396百万円にのぼりました。 

 当事業年度末においては、現金および現金同等物の金額

（1,195百万円）が前事業年度末（15,963百万円）に比べ

て著しく減少しております。当該状況を総合的に鑑みて、

当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

 このような状況から早急に脱却するために、当社では中

期事業計画（平成20年３月期から平成22年３月期）を策定

し、当該計画の達成に向けて邁進する所存です。 

・営業損益および営業キャッシュ・フローへの対応 

 営業では１人当たりの生産性を重視してまいります。営

業研修部を新設して個人のスキルアップをはかり、全国55

ある店舗（平成19年３月末現在）よりスクラップ・アン

ド・ビルドを積極的に行います。新たに導入した事業部制

では買取・直販体制を構築させ、社内流通量を10,000台に

増加し陸送費、オークション仕入れ手数料の削減を強化す

ること、そしてより地域に密着した営業、機動的なマーケ

ティングを遂行いたします。 

・販売管理費の圧縮と財務強化 

 第20期におきましては広告宣伝費が802百万円増加いた

しましたが、費用対効果を徹底的に検証してまいります。

本社家賃の見直し（移転含む）など経費圧縮に努め、持分

法適用会社である株式会社オートサーバー株式の売却を早

期に実現させ、当社の財務強化、安定に努めてまいりま

す。 

 



前事業年度 
（自 平成 17年4月1日 
至 平成 18年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成 18年4月1日 
至 平成 19年3月31日） 

    なお、第21期の資金収支の予想、および今後確保すべき

運転資金につきましては、子会社からの借入、当社保有株

式・不動産の売却、担保不動産の売却、およびエクイテ

ィ・ファイナンス等の実施により4,918百万円を調達して

まいります。詳細は、下記資金繰り総括表をご参照下さ

い。  

第21期資金繰り総括表 

 自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日 

 （単位：百万円）

  

 当該計画および資金調達の実行・達成により、継続企業

の前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えており

ます。このため、財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、上記の重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。 

  

 項目  
第21期収支予想額  

収入 支出  差引 

 前期繰越     1,195

 経常収支 39,142 41,640 △2,498

 投資等収支 2 800 △798

 財務収支 ― 410 △410

当期資金不足額     △2,511

         

 項目 
 資金不足額の調達 

 調達時期  数量（株）  調達額 

当社保有株式売

却 
 平成19年６月  360 66

子会社から借入  平成19年６月   100

担保不動産売却  平成19年７月   217

担保不動産売却  平成19年７月   460

貸付金回収  平成19年７月   60

当社保有株式売

却 
 平成19年９月  8,848 1,170

エクイティファ

イナンス等 
 平成19年７月   2,000

当社保有不動産
売却 

 平成19年９月   200

担保株式売却  平成19年９月  48,800 2

担保株式売却  平成19年９月  280,000 209

担保株式売却  平成19年９月  93,440 4

差入保証金返還  平成19年９月   80

商品在庫圧縮  随時   350

   調達金額の合計 4,918



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

個別法による低価法 

商品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

定期借地権の契約による借地上の構

築物等については、耐用年数を定期

借地権の残存期間、残存価額を零と

した定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物      ３年～44年 

構築物     ３年～15年 

車両運搬具   ４年～６年 

器具備品    ３年～10年 

  

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

      ――――――― 

  

  

      ――――――― 

       

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



      

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3)社名変更関連費用引当金 

社名変更に関連して、今後発生する

と見込まれる額を計上しておりま

す。 

(3)     ――――――― 

  

  (4)閉鎖店舗引当金 

閉鎖店舗に伴う費用損失に備えるた

め、今後の発生見込額を計上してお

ります。 

(4)閉鎖店舗引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンスリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を当事業

年度から適用しております。 

 この変更に伴い従来の方法と比較して税金等調整前当

期純損失が1,133百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

――――――― 

  

（費用の計上区分の変更） 

 従来、自動車関連事業の販売手数料については、販売

費及び一般管理費として処理しておりましたが、自動車

関連収入に対応する原価の把握をより適切に行うことに

よって、売上と売上原価との関係をより適正に表示する

ため、当事業年度より、売上原価に計上する方法に変更

しております。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して売上原価は

1,052百万円増加し、売上総利益並びに販売費および一般

管理費はそれぞれ同額減少しております。 

――――――― 

  

――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,286,376

千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



追加情報 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成 18年３月31日） 

――――――― 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成 19年３月31日） 

監査役の監査報告書 

 私たち監査役は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２０期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１ 監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ

の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出

席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適性を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況

を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の執行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１５９条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表）について検討いたしました。 

２ 監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関し、平成１９年１月１２日付け取締役会において、親会社（同時点では予定）のための現金

及び短期政府証券合計１２０億円の担保提供決議がなされました。また、同年３月１９日付け取締役会において、親会社

が運営するＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）導入決議がなされ、同決議後、現金１２０億円の親会社に対する

寄託が、それ自体についての決議がないまま実行されました（なお、同時点で一部取締役の兼任状況がありましたが、利

益相反取引に関する承認決議はなされておりません）。同寄託にともない当社資産に対する上記担保はいったん解除さ

れ、新たに当社が提供した寄託金について担保設定がなされました。これらは、親会社及び親会社に買収資金を融資した

大手証券会社（上記の担保権者）と協議のうえ策定された買収スキームの一環と目されるものの、親会社による取得株価

変動リスクとも関連する安全性確保の要請や一般株主の利益擁護の観点に比して過度に経営判断が優先された可能性があ

り、善管注意義務、忠実義務違反の疑いを生じています。 

 上記寄託金については、監査役会として、親会社からの担保徴求その他返還請求権の行使を円滑ならしめるために必要

な措置を講ずるよう強く具申しております。 

また、上記経緯の開示等に関連して、東京証券取引所より「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規

則」に基づき「改善報告書」の提出を求められました。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締

役の職務の執行については、前記二、後記３記載の各点を指摘いたします。 

監査役会として、指摘事項を踏まえ、経営体制の刷新を含めて内部統制システムの再構築に向け、必要な措置を講ずるよ

う具申しております。 

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人ビーエー東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（３） 連結計算書類の監査結果 

  会計監査人ビーエー東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 



３ 後発事象（重要な後発事象がある場合） 

  親会社の兼任取締役（当時）が、平成１９年４月１９日、同２０日にかけて、親会社の職務執行として行った会社の株

式２０万１７００株の売却がインサイダー取引に該当するのではないかとの指摘がありました。 

 また、平成１９年６月５日、前記二記載の大手証券会社より、当社が親会社に提供した上記寄託金１２０億円について

担保権を実行し、親会社に対する融資金の一部に充当した旨の通知がありました。当社はすでに引当金を計上しています

が、監査役会として、回収に対する懸念が強まったものと認め、回収のために必要な措置を講ずるよう引き続き強く具申

しています。 

平成19年６月10日  

株式会社ソリッド グループ ホールディングス 監査役会  

  常勤監査役 （社外監査役） 三 嶋 完 治 

  常勤監査役 （社外監査役） 土 屋 陽 一 

  監査役 （社外監査役） 二 宮 征次郎 

  監査役 （社外監査役） 原 口   健 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式および発行済株式の 

種類および総数 

※１       ――――――― 

授権株式数 普通株式 492,932,364株

発行済株式総数 普通株式 235,987,091株

 

※２ 自己株式の保有数 ※２       ――――――― 

普通株式 12,081株  

※３ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

※３ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

長期債権 17,165,281千円

未払金 46,445千円

短期貸付金 13,000千円

その他（流動資産） 576千円

長期債権 17,153,647千円

未払金 49,632千円

前受金 921千円

※４ 長期債権および長期売掛金は、財務諸表等規則第

32条第１項第10号の債権であります。 

※４          同左 

※５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産は66,425千円

であります。 

※５       ――――――― 

※６ 当期中の発行済株式の増加 ※６       ――――――― 

 ①平成17年５月19日  

発行形態 転換社債の転換

発行株式数 21,687,411株

発行価額の総額 3,000,000千円

資本組入額 1,514,115千円

 

 ②平成17年９月15日  

発行形態 新株発行

発行株式数 112,754,000株

発行価額の総額 13,530,480千円

資本組入額 6,765,240千円

 

 ７ 資本の欠損の額 

資本の欠損の額は4,163,607千円であります。 

７        ――――――― 

 ８ 保証債務 

ＡＡフィナンシャル・システム㈱のカートレード

ファイナンス会員の金融機関からの借入に対し

て、100,000千円を上限とした債務保証  

                                  100,000千円 

８ 保証債務 

ＡＡフィナンシャル・システム㈱のカートレード

ファイナンス会員の金融機関からの借入に対し

て、100,000千円を上限とした債務保証  

                                  100,000千円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 低価法による商品評価減の処理 

低価法による商品の評価減額212,342千円を売上原

価に算入しております。 

※１ 低価法による商品評価減の処理 

低価法による商品の評価減額72,802千円を売上原

価に算入しております。 

※２       ――――――― ※２ 他勘定振替高8,211千円は、固定資産への振替等に

よるものであります。 

※３ 広告宣伝費のうち、当社が受領するフランチャイ

ズ・チェーンの広告宣伝費負担金につきまして

は、直接同科目から控除のうえ、表示しておりま

す。 

※３ 広告宣伝費のうち、当社が受領するフランチャイ

ズ・チェーンの広告宣伝費負担金につきまして

は、直接同科目から控除のうえ、表示しておりま

す。 

当期の控除額は、52,496千円であります。 当期の控除額は、21,643千円であります。 

※４ 固定資産売却益 

固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

※４ 固定資産売却益 

固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

車輌運搬具 2,015千円 車輌運搬具 327千円

※５ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

※５ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

ソフトウェア 70,328千円

器具備品 3,142千円 

合計 73,471千円

ソフトウェア 23千円

車輌運搬具 2,320千円

合計 2,344千円

※６ 固定資産売却損 

固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

※６         ――――――― 

車両運搬具 782千円  

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７ 減損損失 

(1)減損損失を認識した資産グループの概要 

  

用途 所在地 種類 
減損損失 

(千円) 

赤字店舗 
宮城県 

仙台市他  

建物及び構築物 

その他  
439,921

    賃貸 
千葉県 

市川市  
土地  102,908

    遊休  ―  
リース資産及び 

ソフトウェア  
487,217

※７ 減損損失 

(1)減損損失を認識した資産グループの概要 

  

用途 所在地 種類 
減損損失 

(千円) 

赤字店舗

千葉県柏市

石川県金沢

市他  

建物及び構築物 

その他  
198,082

    遊休  ―  
ソフトウェア 

その他 
109,068

   (2)減損損失の認識に至った経緯 

減損損失を認識した資産は収益性及び評価額が帳

簿価額に比べて著しく低下したことにより、減損

の兆候が認められましたので、帳簿価額を回収可

能価額まで減額しております。 

   (2)減損損失の認識に至った経緯 

同左 

   (3)減損損失の主な固定資産の種類ごとの金額    (3)減損損失の主な固定資産の種類ごとの金額 

  

 土地 102,908千円 

 建物及び構築物 421,384千円 

 リース資産 326,554千円 

 無形固定資産 243,934千円    

 建物及び構築物 192,339千円 

 無形固定資産 109,068千円 

 その他 5,743千円 

   (4)資産のグルーピングの方法 

当社グループは内部管理上の事業所等を単位とし

て資産のグルーピングを行っております。ただ

し、賃貸不動産に関する資産及び遊休資産につい

ては個別にグルーピングを行い、提出会社の本社

管理部門に係る資産等は共有資産としており、よ

り大きなグルーピングで評価しております。 

   (4)資産のグルーピングの方法 

同左 

   (5)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は使用価値及び正味売却価額を用い

ており、使用価値算定においては将来キャッシュ

フローを５％で割引いて算定しており、正味売却

価額の算定に当たっては主に不動産鑑定額等を使

用しております。 

   (5)回収可能価額の算定方法 

同左 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

     

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 12,081 320 － 12,401 

合計 12,081 320 － 12,401 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当

額 

    
機械装置 

（千円） 
  

器具備品 

（千円） 
  

ソフトウェ

ア（千円） 
  

合計 

（千円） 

取得価額相

当額 
  30,885  112,473  3,482  146,840

減価償却累

計額相当額 
  16,986  60,121  2,903  80,011

減損損失累

計額相当額 
  3,301  12,430  －  15,731

期末残高相

当額 
  10,597  39,921  578  51,098

    
機械装置 

（千円） 
  

器具備品 

（千円） 
  

ソフトウェ

ア（千円） 
  

合計 

（千円） 

取得価額相

当額 
  30,885  148,983  3,482  183,350

減価償却累

計額相当額
  23,163  102,739  3,424  129,327

減損損失累

計額相当額
  3,301  5,679  －  8,980

期末残高相

当額 
  4,420  40,564  58  45,042

② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

     リース資産減損勘定の残高        15,731千円 

１年以内 29,707千円

１年超 41,632千円

合計 71,340千円

     リース資産減損勘定の残高       2,074千円 

１年以内 34,765千円

１年超 19,478千円

合計 54,243千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 135,524千円

リース資産減損勘定の取崩額 310,823千円

減価償却費相当額   117,551千円

支払利息相当額 16,039千円

減損損失 326,554千円

支払リース料 38,544千円

リース資産減損勘定の取崩額 13,656千円

減価償却費相当額  34,233千円

支払利息相当額 2,686千円

減損損失 －千円

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入超過額 66,428千円

貸倒引当金繰入超過額 8,585,280千円

繰越欠損金 3,843,023千円

減価償却費償却超過額 301,313千円

商品 85,998千円

未払費用 76,808千円

未払事業所税 10,545千円

店舗閉鎖引当金 25,963千円

投資有価証券 853,335千円

土地 41,677千円

電話加入権 4,522千円

リース資産減損勘定 5,309千円

社名変更関連費用引当金 109,350千円

その他 1,141千円

小計 14,010,697千円

評価性引当額 △14,010,697千円

合計 －千円

（繰延税金負債）  

有価証券評価差額 △45,214千円

繰延税金負債純額 45,214千円

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入超過額 61,155千円

貸倒引当金繰入超過額 13,256,194千円

繰越欠損金 4,848,123千円

減価償却費償却超過額 362,383千円

商品 29,484千円

未払費用 7,290千円

未払事業所税 11,366千円

店舗閉鎖引当金 4,616千円

投資有価証券 853,335千円

土地 41,677千円

電話加入権 4,868千円

リース資産減損勘定 840千円

建設仮勘定（ソフトウェ

ア） 

42,525千円

その他 4,512千円

小計   19,528,372千円

評価性引当額 △19,528,372千円

合計 －千円

（繰延税金負債）  

有価証券評価差額 △24,948千円

繰延税金負債純額 24,948千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当事業年度（第19期）は、税引前当期純損失のた

め、記載を行っておりません。 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当事業年度（第20期）は、税引前当期純損失のた

め、記載を行っておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 96.25円

１株当たり当期純損失 16.45円

１株当たり純資産額 35.12円

１株当たり当期純損失 61.01円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失である為、記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純損失（千円） 2,975,250 14,396,465 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 2,975,250 14,396,465 

期中平均株式数（株） 180,821,915 235,974,841 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成 17年 ４月 １日 
至 平成 18年 ３月 31日） 

当事業年度 
（自 平成 18年 ４月 １日 
至 平成 19年 ３月 31日） 

株式会社ライブドアとの資本・業務提携解消に向けての基

本合意  

   当社は、これまで、親会社である株式会社ライブドア

 （以下「ＬＤ社」）との間で、資本・業務提携の解消に 

 ついて協議を進めて参りましたが、平成18年６月19日、 

 ＬＤ社との間で、下記のとおり資本・業務提携の解消に 

 向けた基本合意書の取り交わしが完了いたしました。 

  １．基本合意に至った理由 

   平成18年１月以降、両者を取り巻く環境が大きく変 

  化し、当初予定されていた資本・業務提携によるシナ 

  ジー効果が見込めなくなったため、本件基本合意の締 

  結にいたりました。 

   ２．基本合意の内容 

  （１）当社及びＬＤ社は、両社間の資本提携に関する 

  基本合意書（平成17年８月25日付）および業務提携に 

  関する基本合意書（平成17年９月１日付）の解消に向 

  けて鋭意努力する。 

  （２）ＬＤ社は、ＬＤ社が保有する当社株式の全部又 

  は一部を、当社の指定又は承諾する者（以下「買収 

  者」）に対し、ＬＤ社、当社及び買収者が別途協議の 

  うえ定める方法によって譲り渡すものとし、当社及び 

  ＬＤ社は、これを全面的に協力する。 

  （３）当社とＬＤ社間の訴訟及び保全事件について、 

  当社及びＬＤ社は和解に向け協議を行う。 

１．親会社が運営するＣＭＳ口座について 

 当社の親会社である株式会社ソリッドアコースティック

スが運営するＣＭＳ口座に当社が寄託した資産120億円

は、親会社がリーマン・ブラザーズ証券株式会社（以下、

「ＬＢ社」といいます。）との間の金銭消費貸借契約（以

下、「本件債務」といいます。）に基づき、自己担保とし

て預託（以下、「預託担保」といいます。）しておりまし

たが、ＬＢ社は、平成19年６月５日、親会社が本件債務の

期限の利益を喪失したとして預託担保を本件債務の弁済に

充当いたしました。これを受け当社は、親会社とのＣＭＳ

に関する契約を破棄し、準消費貸借契約を締結、親会社の

資産を当社へ追加差入れ、債務の弁済に充当する旨を親会

社に申請することを平成19年６月６日開催の取締役会で決

議いたしました。 

２．持分法適用会社株式の売却について 

 株式会社オートサーバー株式について、平成19年５月31

日開催の取締役会において当社所有の全株式を売却する旨

決議いたしました。第21期上期中（平成19年９月30日ま

で）に、売却を行います。 

３．運転資金対応について 

 当社は、平成19年６月８日開催の取締役会にて、当社保

有株式の売却、不動産の売却およびエクイティファイナン

ス等の実施等,第21期中に40億円超の資金を調達すること

を決議いたしました。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

ユーラシア旅行社 360 72,000 

株式会社ターゲットパートナー 74,000 30,636 

日栄インテック株式会社 3,000 14,010 

株式会社エス・ピー・ネットワーク 70 4,921 

株式会社サイファ 180 3,016 

プリモ・ジャパン株式会社 50 35 

その他９銘柄 23,125 0 

計 100,785 124,619 

種類及び銘柄 投資口数 
貸借対照表計上額 

（千円） 

（投資有価証券）     

  （証券投資信託の受益証券）     

株式会社フィナンテック・テクノロジーズ 5 3,750 

計 5 3,750 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期有形固定資産の増加額のうち主なものは、建物附属設備249,881千円、構築物131,836千円(社名変更及

び新規出店に伴う看板、工事等)であります。 

    ２ 当期有形固定資産および無形固定資産の減少のうち主なものは、減損損失計上に伴う建物および建物附属設

備135,091千円、ソフトウエア仮勘定105,000千円であります。 

    ３ 当期減少額のうちカッコ内の金額は減損損失によるものです。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額(注1) 
（千円） 

当期減少額(注2,3)
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 784,851 256,081 
156,098 

(135,091) 
884,833 455,646 139,723 429,187 

構築物 825,616 131,836 
67,512 

(57,248) 
889,940 541,580 119,234 348,359 

機械装置 13,662 4,145 ― 17,808 12,553 3,483 5,254 

車両運搬具 12,524 2,304 
10,352 

(51) 
4,476 2,710 994 1,766 

器具備品 123,410 33,484 
11,605 

(5,692) 
145,288 100,353 12,812 44,935 

土地 232,200 ― ― 232,200 ― ― 232,200 

建設仮勘定 ― 39,518 ― 39,518 ― ― 39,518 

有形固定資産計 1,992,265 467,371 
245,569 

(198,082) 
2,214,066 1,112,844 276,249 1,101,221 

無形固定資産               

営業権 16,074 ― 
2,957 

(1,457) 
13,117 13,117 1,607 ― 

意匠権 7,500 ― 7,500 ― ― 532 ― 

ソフトウェア 356,857 3,033 
1,255 

(865) 
358,635 358,635 10,144 ― 

電話加入権 1,584 ― 
852 

(852) 
732 ― ― 732 

ソフトウェア仮勘定 ― 105,000 
105,000 

(105,000) 
― ― ― ― 

その他 9,177 ― 
892 

(892) 
8,284 6,673 821 1,610 

無形固定資産計 391,194 108,033 
118,458 

(109,068) 
380,769 378,426 13,105 2,343 

長期前払費用 158,830 5,144 38,283 125,691 98,113 12,026 27,578 



【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の当期減少額（その他）については、回収及び担保資産価値の見直しによるものであります。 

    ２ 賞与引当金の当期減少額（その他）については、賞与引当金戻入益によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 21,198,223 32,731,344 753,337 20,444,886 32,731,344 

賞与引当金 164,020 151,000 140,427 23,592 151,000 

社名変更関連費用引当金 270,000 － 270,000 － － 

閉鎖店舗引当金 64,108 － 52,710 － 11,397 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収、ならびに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には、消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 35,193 

預金の種類   

普通預金 1,153,943 

別段預金 6,215 

小計 1,160,158 

合計 1,195,352 

相手先 金額（千円） 

ＵＳＳ東京 269,619 

ＵＳＳ名古屋 106,777 

株式会社クオーク 105,156 

株式会社オリエントコーポレーション 36,628 

株式会社住友クレジットサービス 22,295 

その他 ハナテン神戸他 328,993 

合計 869,470 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

690,505 31,508,811 31,329,847 869,470 97.3％ 9.0日 



ハ 商品 

ニ 関係会社株式 

ホ 長期債権 

ヘ 差入敷金保証金 

品名 金額（千円） 

中古自動車 3,712,660 

合計 3,712,660 

相手先 金額（千円） 

株式会社オートサーバー 1,210,999 

イー・ロジスティックス株式会社 200,000 

ＡＡフィナンシャル・システム株式会社 90,000 

その他 2銘柄 0 

合計 1,500,999 

相手先 金額（千円） 

株式会社ジャックアカウンティング 17,043,884 

株式会社スポーツトラスト 1,420,103 

JAC HAWAII, INC. 1,336,917 

西川 賢 400,000 

その他  139,763 

合計 20,340,668 

相手先 金額（千円） 

株式会社ソリッドアコースティックス 352,259 

株式会社日本プロパティ 140,341 

京葉土地開発株式会社 127,329 

株式会社マロリーアセットコンサルタンツ 100,000 

パシフィック・ランド 74,205 

その他 株式会社中山製鋼所他 374,700 

合計 1,168,835 



ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

ロ 未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

一般顧客 363,613 

株式会社スズキ自販奈良 26,942 

その他 77,028 

合計 467,584 

相手先 金額（千円） 

オフィストゥエンティワン株式会社 410,032 

株式会社カービュー 99,295 

ＴＩＳ株式会社 67,200 

イー・ロジスティックス株式会社 47,405 

株式会社ミクプランニング 45,953 

その他 株式会社ソリッドミュージックアンドエンタ

ーテイメント他 
467,746 

合計 1,137,632 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月下旬 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額。 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.solidgroup.co.jp/ir/denshi 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

(１)親会社等の名称 

     株式会社ソリッドアコースティックス 

  

(２)株式の所有者別状況 

     株式会社ソリッドアコースティックス 株式に関する事項(平成19年3月31日現在) 

    (1)会社が発行する株式の総数 普通株式 100,000株 

    (2)発行済株式の総数  普通株式 66,360株 

   (3) 当期末株主数 1名 

(３)大株主の状況  

(４)役員の状況 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 有限会社KGホールディングス 東京都港区高輪四丁目24番55－306号 66,360 100.00 

計 － 66,360 100.00 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

代表取締役   奥田 昇  昭和40年３月２日生 

昭和61年４月  国際興業株式会社入社 

平成元年５月 日航商事株式会社(現ＪＡＬＵＸ株

式会社)入社 

平成10年９月 ナックコミュニケーション株式会社

(現ITマーケティングソリューショ

ン株式会社) 取締役会長就任 

平成14年４月 ヒットコーポレーション(現ウェブ

キャット株式会社) 取締役副社長

就任 

平成16年４月 ウェブキャット株式会社 代表取締

役就任 

平成18年３月 株式会社ソリッドヒューマンテクノ

ロジーズ 代表取締役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドアコースティック

ス 代表取締役就任(現任) 

 (注)１ － 

 取締役   川上 巌  昭和43年10月19日生 

平成７年３月 株式会社三和総合研究所入社  

平成８年５月 合名会社川上社団入社  

平成13年12月 有限会社友輪社(現株式会社ソリッ

ドアコースティックス)設立 

代表取締役就任  

平成15年10月 株式会社ソリッドコンタクツ設立 

代表取締役就任  

平成17年４月 株式会社ソリッドコンタクツ 

代表取締役辞任  

平成19年５月 株式会社ソリッドアコースティック

ス 代表取締役辞任(現同社取締

役)  

 (注)１ － 

 



(注)１ 選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

(５)貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書等 

   当社の親会社等に掛かる貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書の記載  

  に代え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書及び会計監査人の監査報告書も 

  添付しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

社外取締役    真田 哲弥  昭和39年９月10日生 

昭和59年６月 株式会社リョーマ 代表取締役就

任  

平成元年９月 株式会社ダイヤルキューネットワー

ク 取締役就任  

平成７年４月 株式会社アクセス入社  

平成10年９月 株式会社サイバード 取締役就任  

平成11年８月 株式会社ケイラボラトリー 代表取

締役就任(現任)  

平成18年３月 株式会社ソリッドアコースティック

ス 社外取締役就任(現任)  

 (注)１ － 

監査役   阿部 勝彦 昭和27年６月22日生 

昭和52年８月 パシフィック航業株式会社(現株式

会社パスコ) 入社 

昭和56年11月 山一證券株式会社 入社 

平成３年５月 山一マレーシア株式会社 代表就任 

平成９年８月 アジアビジネスエンタープライズ株

式会社 常務取締役就任 

平成11年７月 株式会社ＧＷキャピタル 常務取締

役就任 

平成13年３月 株式会社ＧＷキャピタル 代表取締

役就任 

平成14年９月 株式会社テクノマックス 代表取締

役就任 

平成17年５月 株式会社シーエムシー 代表取締役

就任 

平成19年５月 株式会社ソリッドアコースティック

ス 監査役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドフュージョンアン

ドリレーションズ 監査役就任 

(現任) 

平成19年５月 株式会社エクセルキュー 監査役就

任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドサンズエンタテイ

ンメント 監査役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドミュージックアン

ドエンタテインメント 監査役就任

(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドエクスチェンジフ

ォーメディア 監査役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドレゾリューション

ズ 監査役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドヒューマンテクノ

ロジーズ 監査役就任(現任) 

平成19年５月 株式会社ソリッドアセットマネジメ

ント 監査役就任(現任) 

 (注)１ － 

        計   － 



  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第19期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(２）半期報告書 
（第20期中）

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月15日 

関東財務局長に提出。 

(３）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

４号（主要株主の異動）の規定に基づくもの 

平成19年１月15日 

関東財務局長に提出。 

(４）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

３号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの 

平成19年１月15日 

関東財務局長に提出。 

(５）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

４号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの 

平成19年２月23日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社ライブドアオート  

  取締役会 御中      

 
ビーエー東京監査法
人 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 伸之   ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 若槻 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライブドアオートの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ライブドアオート及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

(2）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から自動車関連

事業の販売手数料について、販売費及び一般管理費に計上する方法から売上原価に計上する方法に変更している。

(3）重要な後発事象に、株式会社ライブドアとの資本・業務提携解消に向けての基本合意の記載がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月29日

株式会社ソリッドグループホールディングス  

  取締役会 御中      

  ビーエー東京監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 伸之   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 若槻 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ソリッドグループホールディングス（旧会社名 株式会社カーチス）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ソリッドグループホールディングス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は継続的に大幅な営業損失（第18期

687百万円、第19期915百万円、第20期1,878百万円）及び営業キャッシュ・フローのマイナス（第18期645百万円、第19期

1,681百万円、第20期1,338百万円）並びに当連結会計年度に多額の当期純損失（14,414百万円）を計上しており、かつ当

連結会計年度末の現金及び現金同等物（1,441百万円）は前連結会計年度末（16,327百万円）に比べて著しく減少してい

るため、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する資金不足額への対応及び中期事業計画等は当該

注記に記載されており、当監査報告書はこれらの達成を前提としている。計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年5月31日及び平成19年6月8日の取締役会において、継続企業の前提

に関する重要な疑義への対応として、会社の保有する持分法適用会社株式の売却や不動産の売却等の実施など資金不足額

の調達に関する各対応を行う旨の決議を行っている。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年6月6日の取締役会において、平成19年6月5日に親会社が運営する

CMS口座に会社が寄託した120億円の資産について、親会社とリーマンブラザーズ証券株式会社との間の金銭消費貸借契約

における債務弁済に充当されたことに対し、親会社とのCMS契約を破棄し準消費貸借契約を締結する等の対応を親会社に

対して行う旨の決議を行っている。 

４．追記情報に株式会社ソリッドグループホールディングス監査役会の監査報告書の記載がある。当該記載内容の影響に

ついては連結財務諸表に反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社ライブドアオート  

  取締役会 御中      

 
ビーエー東京監査法
人 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 伸之   ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 若槻 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライブドアオートの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ライブドアオートの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1）会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

(2）会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から自動車関連事業の販売手数料について、販売費及び

一般管理費に計上する方法から売上原価に計上する方法に変更している。 

(3）重要な後発事象に、株式会社ライブドアとの資本・業務提携解消に向けての基本合意の記載がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月29日

株式会社ソリッドグループホールディングス  

  取締役会 御中      

  ビーエー東京監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原 伸之   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 若槻 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ソリッドグループホールディングス（旧会社名 株式会社カーチス）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの

第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ソリッドグループホールディングスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は継続的に大幅な営業損失（第18期

590百万円、第19期918百万円、第20期1,861百万円）及び当事業年度に多額の当期純損失（14,396百万円）を計上してお

り、かつ当事業年度末の現金及び現金同等物（1,195百万円）は前事業年度末（15,963百万円）に比べて著しく減少して

いるため、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する資金不足額への対応及び中期事業計画等は当

該注記に記載されており、当監査報告書はこれらの達成を前提としている。計算書類及びその附属明細書は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年5月31日及び平成19年6月8日の取締役会において、継続企業の前提

に関する重要な疑義への対応として、会社の保有する持分法適用会社株式の売却や不動産の売却等の実施など資金不足額

の調達に関する各対応を行う旨の決議を行っている。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年6月6日の取締役会において、平成19年6月5日に親会社が運営する

CMS口座に会社が寄託した120億円の資産について、親会社とリーマンブラザーズ証券株式会社との間の金銭消費貸借契約

における債務弁済に充当されたことに対し、親会社とのCMS契約を破棄し準消費貸借契約を締結する等の対応を親会社に

対して行う旨の決議を行っている。 

４．追記情報に株式会社ソリッドグループホールディングス監査役会の監査報告書の記載がある。当該記載内容の影響に

ついては財務諸表に反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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